
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No.
属
性
年
代

府
省
名

施策
番号

施策名

ご
意
見
概
要

ご意見 その理由

3001

民
間
企
業

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、オミック
ス基盤研究）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

FANTOMコ
ンソーシア
ムの成果
に期待す
る。

RNAは、遺伝情報を持つDNAから蛋白質が発現す
る際に働く仲介分子であるとの考え方が、長年主流
であったが、機能性RNAの発見により、RNAは蛋白
質と同等の機能を持つ分子でもあると認識されるよ
うになってきた。今やRNAは、遺伝情報発現や代謝
の制御に働く必須の分子であると同時に、 発生、分
化、疾患発症などの高次複合形質の動態にも深く
関与していることが明らかである。 
 ポストゲノム時において、重要な未知のRNA機能
が数多く存在すると思われ、その探索研究は生命
現象を理解するために非常に重要。

3002
そ
の
他

40
～
49
歳

総
務
省
20102

超高速光エ
ッジノート技
術の研究開
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

光産業は
日本にとっ
て大切な産
業です。 
将来、日本
にとって一
番成長が
期待される
と思いま
す。

日本の光ファイバーは世界に誇れるトップクラスと聞
いています。 
それを、目先の利益だけを考えて、見直しあるいは
縮小などと言うことになれば、日本にとって大きな損
害となるに違いありません。

3003

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

法人化によ
って大学間
格差が発
生してい
る。中には
運営もまま
ならないと
ころもある
と聴く。潤
沢な予算を
注ぎ込んで
欲しい。

国が教育を放棄して何が「科学技術立国」か。「国
立」の意味を考えてみれば蔑にした期間があったと
いうだけで、その被害や計り知れない。

3004

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24019

数学・数理
科学と他分
野の連携拠
点形成支援
プログラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

「概要」「重
要性」でも
指摘されて
いるとお
り、数学の
専門家とそ
れ以外の
分野の専
門家が交
流する機会
を設けるこ
とは重要で
あり、計画
通り推進す
るべきだと

これまでも指摘されているとおり、日本の数学者に
は（一部）応用軽視の風潮もあり、このような「場」を
提供することにより、新しい研究テーマの開拓のみ
ならず、応用軽視の偏見をなくし、バランスのとれた
人材育成など多くのメリットが期待できます。
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思います。

3005

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

この加速器
は世界最
大・最強の
加速器で
ある。日本
はこのよう
な素晴らし
い加速器を
持っている
ので、世界
をリードす
る義務があ
ると思う。こ
の計画を
推進するこ
とにより、
日本の科
学の発展、
科学者の
育成に大き
くつなが
る。そのた
め私はこの
計画は推
進すべきだ
と思う。

加速器というものは世界が所有している。その中で
もRIBFはRIを生成できる世界１のスペックを持った
加速器である。しかし、世界でもこのRIBFより上の加
速器を作ろうとしている。そのため、世界一である
今、どれだけ成果を出せるかが日本の科学の将来
を決めるだろう。今、進めるだけ進まなければ宝の
持ち腐れになってしまうので、ぜひこの計画は推進
すべきだ。

大
学・
公

改
善・
見
直

欧米におけ
る本来のテ
ニュアトラッ
ク制度は任
期を定めず
定年もない
制度であ
る。一方、
我が国に
おいては旧
来は定員
内教員は
すべてテニ
ュアであっ
たと言える
（定年はあ
るが）。評
価と競争原
理導入の
観点から、
任期制導
入を文科
省が推進し
てきた経緯
がある。そ
の結果、教
授を含めて
任期制を
採用する機
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3006

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・推
進事業

し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

関が存在
するように
なってい
る。このよ
うな状況の
中で、テニ
ュアトラック
制度を導
入すること
は、将来、
我が国の
教員制度
をどのよう
にしたいの
か見えない
という重大
な問題が
ある。任期
制を徹底す
る方向なの
か、一部の
教員のみ
テニュアを
与えるの
か、大部分
テニュアの
中に任期
制の者を
少数おくの
か、あるい
は採用プロ
セスのみを
改革したい
のか政策
の方向性
を示す必要
がある。

上記で既に述べたが、本制度導入の政策的意図
（最終的にどのような教員制度ー採用システムを含
むーをめざすのか）が見えない。

 日本の産
業の活性
化の為に
は、各地に
特徴のある
研究開発
拠点を整
備する必要
がある。た
だ、卓越し
た研究拠
点の整備
は単に優
秀な研究
者を研究
費や最新
の施設を
餌に呼び
寄せるだけ
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3007

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレ
ータを育成・
確保するシ
ステムの整
備

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

では不十
分でもあ
る。特に、
研究開発さ
れたシーズ
を起業やイ
ノベーショ
ン創出につ
なげるに
は、産学連
携コーディ
ネータの支
援や本施
策で取り上
げられてい
るリサー
チ・アドミニ
ストレータ
との連携が
不可欠で
ある。こうし
た専門人
材の養成
は急務で
あり、グリ
ーンイノベ
ーションや
環境ビジネ
スで世界を
リードでき
る日本の
科学技術
シーズを飛
躍的に成
長させる起
爆剤となり
うる。

 従来の産学連携のコーディネートは、企業ニーズ
と大学等のシーズとのマッチングが主な目的であっ
た。しかし経済のグローバル化が浸透し、科学技術
が加速的に発展する現代世界においては、コーディ
ネータの役割が急速に変化している。単なるシーズ
とニーズのマッチングではなく、複数の機関間の産
学連携をベースとした研究資金の獲得・研究プロジ
ェクト管理、知財管理・活用等を総合的にマネージ
する幅広い能力の人材が求められている。韓国等
では、大企業と大学とを連携させ次々とイノベーショ
ン創出に貢献する凄腕のスーパーコーディネータが
注目されている。研究者にとって魅力的な研究環境
の整備の為にも、研究開発マネジメント人材の育成
が急務である。

大
学・
公
的
研
究 60

文
部 世界トップレ そ

・世界トップ
レベル研究
拠点プログ
ラム（WPI）
の予算倍
増 
 
・日本の大
学の国際
競争力維
持・発展に
不可欠 
・革新的研
究で政界
に貢献する
文化国家
建設のた
め不可欠
なプロジェ

・大学競争力維持・発展は今や国家的課題である。
・ただ予算を増やすのではなく、世界に通用する研
究分野を強化し且つ公用語を英語、外国人研究者
比率３０％以上の基準を設定しているＷＰＩ方式は正
しいと判断する。 
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3008

機
関
（独
法・
公
設
試
等）

歳
～
科
学
省

24136

ベル研究拠
点プログラム
（WPI） 

の
他
クト 
 
・思想の一
貫性保持
－当初は
「ノーベル
賞受賞若し
くはその可
能性を基
準とした成
果で卓越
する拠点」
が政権交
代により
「環境」に
変質したこ
とに違和感
を感ずる。 
当初目標
が妥当と判
断する。

・この様な基準を強化し、研究大学は５大学程度、
せいぜい１０大学とし、過度な競争に伴う無駄な行
政費用を割愛して真水を増やす方向で瀬策を進め
て欲しい。 
 
・また日本株式会社、政財官の鉄の三角形による科
学技術研究開発を進めて欲しい。

3009

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究
費補助金
は日本に
おけるあら
ゆる研究
の基盤研
究費である
が、基盤研
究S,Aなど
の大型研
究費を除く
研究費は
少額で十
分に研究を
推進するの
は難しいの
で、さらに
いっそうの
研究費の
増大と強化
を必要とす
る。

科学研究費補助金は研究を推進するための基盤で
あるが、大部分の研究者が獲得している基盤研究B
や若手研究者のための若手研究Bなどは少額であ
るため、これらの研究費で独立して研究を進めるの
は難しい。

3010

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

研究の国
際的な発
信力の向
上、研究教
育の質の
向上のた
めにも最優
先して実施
すべきであ
る。

若いうちに海外経験を積むことは、研究の質や国際
的な発信力の向上のみならず、人間としての視野も
大きく広め、将来帰国した際の教育の質の充実も期
待できる。
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等）

3011
そ
の
他

40
～
49
歳

総
務
省
20110

フォトニック
ネットワーク
技術に関す
る研究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

これからの
日本の産
業を担う重
要な産業で
あると思い
ます。 
日本のた
めにも、も
っと強力に
推進すべき
です。

光産業はすべての産業の基盤となるものです。 
これから、益々日本の産業を発展させるためにも必
要です。

3012

民
間
企
業

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

５年後の国
益ではな
く、５０年、
５００年後
の国益を
見据えたと
きに問われ
るのは、そ
の国がど
れだけ優
秀な人材
および科学
技術を持っ
ているかだ
と思いま
す。したが
って世界ト
ップレベル
研究拠点
プログラム
（WPI）およ
びIPUMの
ような施作
は、国をあ
げて援助し
ていくべき
です。

人材教育および研究機関への出資はその国だけで
はなく、世界規模の多大な貢献につながるから。

3013

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

「はやぶさ」
後継機、
「イカロス」
後継機など
のミッション
の立ち上
げを急ぐ。
特に初期
に検討に
必要な予
算を重点
配分せよ。

初期の十分な検討が結果を大きく左右する。冗長系
を持たせたシステムを作るためにも、早くから海外
の科学者・技術者を巻き込むのも、潤沢な予算があ
ってのことである。「貧乏なはやぶさ」が当たり前で
あってはならない：「はやぶさ」は試験機・実証機だっ
たので予算が少なかったのです。

大
学・
公

6



3014

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24129
バイオリソー
ス事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

リソース事
業は「継続
すること」
が何よりも
重要であ
る。

リソース事業は軍隊でいうと補給部隊であり、その
役割は粛々と前線に物資を送るのが役割である。
補給部隊がない軍隊は存在しないし、補給部隊が
戦績をもとめると軍隊自体が崩壊してしまう。リソー
ス事業も同様である。 

3015

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

RIビームフ
ァクトリー
に存在する
加速器は、
名実ともに
世界一の
加速器とし
て世界中
の研究者
から注目を
集めてい
る。日本の
みならず世
界各国から
多くの研究
者がこの加
速器を用い
て研究を行
っており、
多くの業績
を残してい
る。また、
研究者育
成としても
大いに役
立ってい
る。世界一
の加速器
を有してい
ることは多
くの若者が
研究を志す
大きなきっ
かけを与
え、優秀な
研究者を
多く輩出す
ることが出
来る。

日本が世界に誇るRIビームファクトリーの世界最強
の加速器を今後も世界に発信するためにもこの計
画は推進されるべきである。ものづくり大国として発
展した日本がこの加速器をさらに性能を向上させる
ことは、世界に向かって日本の技術力を示す大きな
チャンスである。また、この計画を通じて多くの若者
が日本の屋台骨とも言える技術者研究者を志すき
っかけになると確信できる。

大

23年度は5
年計画の
最終年度
にあたり、
予測計算
結果の解
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3016

学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24101
21世紀気候
変動予測革
新プログラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

析や不確
実性の評
価、温暖化
の影響評
価を行い、
成果をまと
めてIPCC
第5次評価
報告書に
貢献する予
定となって
いる。計画
は着実に
進んでお
り、予定通
り継続・推
進すべきで
ある。

本課題は、「長期気候変動の予測」、「近未来の予
測」、「極端現象の予測」で、IPCC第5次評価報告書
に向けて着実に成果を上げている。温暖化の緩和・
適応に関する施策のための予測の不確実性の定量
化・低減、および影響評価の研究でも着実に成果を
上げている。今後の温暖化の緩和・適応に関する施
策の策定には、さらに高度化された予測情報が不
可欠であり、本課題終了後にも、同様の気候変動予
測研究を発展・継続すべきである。

3017

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

我が国のラ
イフサイエ
ンス研究基
盤を高度
化し、広く
世界に貢
献するため
の活用を
図るとの達
成目標は
適切であ
る。この枠
組みの中
でタンパク
質解析技
術開発も数
ヶ所の拠点
を重点的に
整備し、そ
の拠点を
中核とし創
薬・医療技
術開発の
プラットフォ
ームとする
戦略には
違和感を
覚える。特
に、既存技
術では解
析困難とさ
れた難易
度の高いタ
ーゲットタ
ンパク質を
解析する独
創的技術
開発には

タンパク質解析技術はターゲットとするタンパク質の
性質や入手すべき構造情報により、試料調製技術、
解析データ取得技術、データ解析技術を一体化して
開発することにより発展する。従って、高度な測定装
置の集積や、既存技術の提供を主な業務とする大
型インフラ整備のみでは世界をリードする革新技術
は生まれない。より自由度の高い、複数の小規模な
技術開発拠点の整備、及びそこで生まれた独創的
技術の育成と移転に関するより積極的な施策を並
行して進める必要がある。
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拠点間に
競争原理
が働くシス
テムが必
要であろ
う。

3018

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

RIビームフ
ァクトリー
計画は大
いに推進
すべきであ
る。RIビー
ムは日本
人が開拓し
た分野であ
り、日本が
世界をリー
ドしている
分野でもあ
る。しかし
ながら、近
年、海外で
大規模な
計画が進
行中で、国
際的な競
争が激し
い。日本の
優位性を
連続させる
ためにも、
集中的にこ
の計画を
進めるべき
である。特
に、「稀少
RIリング」な
どまだ未整
備な大型
実験装置
の早急の
整備を進
めるべきで
ある。

RIビームファクトリー計画は、未来の原子核物理の
発展に重要である。原子核物理は、核力の理解、量
子多体系の理解さらには宇宙元素合成など基礎物
理の観点でも重要であるが、原子力および、医療物
理など応用分野も広い。特に、原子力の観点では、
「核のゴミ」の処理問題は、全人類的課題であり、ぜ
ひとも解決しなければいけない課題である。RIビー
ムファクトリーは、伝統的な原子核実験の継承の上
でも重要であり、以上の課題を解決する将来の研究
者を育てることにもつながる。

大
学・
公
的 推

私立大学
への援助
は重要で
はあるが選
択と集中が
必要です．
要求額を
増額しなく
ても，誰で
も入れる大
学と揶揄さ
れるような

建物だけ立派で”大学”とは言えないような基礎学
力のない学生を集め十分な教育も研究も行わない
大学が増えたと感じます．大学教育の裾野を広げる
には，多くの大学の数やその設備ではなく教育研究
スタッフの確保だと考えます．上記のような名前だけ
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3019

研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24144
私立大学等
経常費補助

進
す
べ
き
で
は
な
い

大学への
補助をカッ
トし，教育
と研究に力
を入れてい
る先進的な
大学に重
点的に配
備すること
で私立大
学の教育
研究基盤
の強化や
学術研究
全体のす
そ野を広げ
ることは可
能だと思い
ます．

の大学ではスタッフに本来の教育研究を提供するた
めの十分な機会や時間も与えられず高校教育のお
さらい授業をさせているのが現状です．先進的な教
育研究に取り組む大学に多くの教育研究スタッフを
配置させ，様々な分野の学部や生涯学習課程を設
置することで学びの機会は損失しないと思います．
むしろモチベーション高いスタッフや学生に効率よく
分配でき，その目的は達成されると思います．具体
的には生徒の質や研究環境の整備．研究スタッフ
のアクティヴィティなどでポイント化し，ある程度の質
を持っている大学へ資金を投入するなど選別が必
要と思います．

3020

民
間
企
業

50
～
59
歳

総
務
省
20102

超高速光エ
ッジノード技
術の研究開
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

光通信産
業は、日本
の基幹産
業として最
も重要であ
り、これか
らの日本の
成長産業
です。 
以上のこと
から、 
 光通信産
業の研究
開発を強
力に推進
すべきであ
り、もっと国
として力を
入れるべき
分野だと思
います。 

光通信産業はすべての産業の基盤になるもので
す。光通信産業はこれからの２１世紀の日本で最も
成長が見込める最も重要なグリーンIT産業だからで
す。ITインフラが遅れると企業の成長にも影響が出
ます。国がもっと産業界全体を牽引するためにも光
通信産業の研究開発は必要です。

大
学・
公
的
研
究
機
40
～
文
部 大強度陽子

こ
の
ま
ま

達成目標
に掲げられ
ている中性
子研究だ
けに限ら
ず，J-
PARCを用
いた基礎
科学研究
を強力に推
進して欲し
い．また，
RIBFの推
進やKEKB
の高度化
など先端加

J-PARCは完成時には世界最高性能を持つ加速器
となり各国からの研究者が研究に訪れる可能性を
持っている．また大学院生の教育の面からも世界最
高の施設で研究を行うことができる．最先端の研究
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3021

関
（独
法・
公
設
試
等）

49
歳
科
学
省

24177

加速器施設
（J-PARC）

推
進
す
べ
き

速器を使
用した基礎
科学研究
は他にもあ
るが，どれ
か一つで
他のかわり
になるもの
ではないの
で，上の三
施策すべ
てをを先端
加速器を
用いた基
礎科学とし
て推進して
欲しい．

に触れ，他国の研究者と交流することは，その後院
生が研究者とならず企業に勤めることになったとし
ても貴重な体験であり，科学立国日本には必要なこ
とである．

3022

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24189
学術国際交
流事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

学術におい
て研究者
招へいや
共同研究・
セミナーの
実施を通じ
た交流事
業によっ
て、我が国
を中心とし
た研究者
の交流を
生み出すこ
と、並びに
諸外国の
学術振興
機関と連携
して研究者
コミュニティ
の最先端
の研究動
向に着目し
て事業を展
開できるこ
と、我が国
に不足して
いる研究者
ネットワー
クを構築す
ることがで
きるので、
継続的に
推進する必
要がある。

実施機関である日本学術振興会が、海外の学術振
興機関と協力して国際的に最先端の研究分野に対
して研究者交流の場を提供していく事業は、日本の
研究者にとってフルブライト奨学金のような研究者
ネットワークを形成し日本の知的存在感を高めるた
めに極めて重要である。 

3023

そ
の
60
歳

文
部
科

24011
リサーチ・ア
ドミニストレ
ーターを育
成・確保する

こ
の
ま
ま
推

研究活動
に付随する
マネージメ
ントのでき
る人材の

例えば、国立大学の法人化により、研究者が研究・
教育以外の「雑務」に忙殺され、研究成果の発表数
が減少しているとの報道があり、極めて嘆かわし
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他 ～学
省

システムの
整備

進
す
べ
き

育成、支援
体制の整
備が急務
である。

い。

3024

民
間
企
業

50
～
59
歳

総
務
省
20110

・フォトニック
ネットワーク
技術に関す
る研究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

光通信産
業は、日本
の基幹産
業として最
も重要であ
り、これか
らの日本の
成長産業
です。 
以上のこと
から、 
 光通信産
業の研究
開発を強
力に推進
すべきであ
り、もっと国
として力を
入れるべき
分野だと思
います。 

光通信産業はすべての産業の基盤になるもので
す。光通信産業はこれからの２１世紀の日本で最も
成長が見込める最も重要なグリーンIT産業だからで
す。ITインフラが遅れると企業の成長にも影響が出
ます。国がもっと産業界全体を牽引するためにも光
通信産業の研究開発は必要です。

3025
そ
の
他

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

このまま、
進めれば
日本発のノ
ーベル賞
がまた増え
る。 
蓮舫みた
いな知能
程度が低く
て偏差値
の低い人
間にはこの
研究の価
値は分から
ないだろう
けども、世
界での競
争は激しい
のです。 
もっと予算
を付けて下
さい。 
お願いしま
す。

とにかくノーベル賞を狙おう。その最短距離にいるこ
の研究をもっと推進して、優秀な外国の研究者にも
日本で研究する良さを知ってもらってより切磋琢磨
すべきである。 
それがこれからの日本には必要なことであると革新
するからです。

首都圏地
域では、
1923年関
東地震以
降の大地
震の発生
がなく、近

12



3026

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24157

首都直下地
震防災・減
災特別プロ
ジェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

代的な観
測によるデ
ータの蓄積
がない。そ
のため、大
地震発生
にかかわる
基礎的な
情報（地震
活動、地下
構造、地盤
構造）、地
震発生後
の被害程
度、その後
の復旧・復
興対策を
考えるため
の資料が
不十分で
ある。首都
圏地域に
地震計を
設置し、多
くのデータ
を取得し、
次の首都
直下地震
が発生する
前に防災・
減災対策
を推進する
べきであ
る。

首都圏地域は、ひとたび大地震が発生すると、多大
な人的・経済的損失が大きく、それを少しでも減らす
ことができるようにする試みは、予算をかけるに値す
る十分に意義のある研究である。

3027

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

拠点形成
への予算
配分があま
りに大きく、
技術開発
を含めたタ
ーゲットタ
ンパク研究
プログラム
への配分
が少ない
事が疑問
である。

革新的なタンパク質解析技術の開発な為には、技
術開発に重きをおくべきではないか？ 
ライブラリー形成や情報プラットフォームの形成に、
お金をかけることは重要ではあるが、新たな技術を
生むものとは思えない。

3028

大
学・
公
的
研
究
機
60
歳

文
部
科

24133

科学研究費

こ
の
ま
ま
推

 科学研究
費補助金
は、他の施
策を整理
統合しても

 科学研究費補助金は最も公平な審査制度の下
に、真に基盤的な研究費を提供する信頼性の高い
施策である。国家戦略で取り上げられる重点研究課
題は、ややもすると競争の激しすぎる分野であり、
独創的な科学技術の新たな開発にはコストがかか
りすぎる嫌いも有る。また、重点課題とし取り上げら
れた時点で既に短期決戦的な研究課題へと変質し
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関
（独
法・
公
設
試
等）

～学
省

補助金 進
す
べ
き

重点的に
強化・推進
すべき施策
である。

ている。基本特許を含む真に革新的なシーズの発
掘は、地道な基盤研究の積み重ねにより達成され
る。この意味でも、幅広い裾野と応募の機会均等性
や公平な審査制度を持つ本施策は、１０年先２０年
先の新たな人類の知恵や新たな技術シーズの創生
に貢献しうる。

3029

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

タンパク質
機能解析と
新たな発見
を目指す本
研究プログ
ラムをより
推進し、支
援いただく
ことを希望
します。

これまでにも本研究プログラムから様々な知見と世
の中に役立つ情報が得られてきています。さらに、
本研究に携わる若手研究者も育っており、本研究プ
ログラムの益々の支援を希望します。

3030
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24013
理数学生育
成プログラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国の
将来を担う
人材の内、
理数学生
の育成は
急務であ
る。

理数系人材には、早い段階からの訓練・奨励が不
可欠であり、大学学部段階から始め、大学院への進
学者を経て、科学・技術を担う人材を育成する必要
がある。

3031

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

本件[大強
度陽子加
速器施設
（J-
PARC）]や
Bファクトリ
ー加速器
の高度化
による新し
い物理法
則の探求
[施策番号 
24138]など
の粒子加
速器を使っ
た素粒子・
原子核物
理学などの
基礎科学
を推進すべ
きである。

湯川・朝永博士をはじめとして、2008年の小林・益川
両氏ノーベル賞受賞に見られるように、素粒子物理
学は日本が世界に誇れる科学分野である。この分
野は、理論と実験（特に加速機器を用いた実験）と
が両輪となって発展していくことが重要である。小
林・益川理論を証明した Bファクトリー実験の成果は
その顕著な例である。そのため、将来に向け、J-
PARC やBファクトリー加速器の高度化などを推進
することが望ましい。 

大
学・
公 こ

基幹モデ
ル生物の
体系的収
集と保存及
び効果的

基幹モデル生物は現在の研究をささえる根本である
ので、我が国のプレゼンスをきちんと示す上でも、こ
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3032

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24129
バイオリソー
ス事業

の
ま
ま
推
進
す
べ
き

な提供は
我が国の
生物学医
学研究に
必須の事
業である。
これなくし
て最新の
生物学・基
礎医学研
究は成り立
ち得ない。

のような事業を担う機関を支援していく必要がある。
ナショナルバイオリソースプロジェクトから生まれた
基幹モデル生物の将来の受け皿としてもこの事業
は重要であると思う。中国、韓国、シンガポール等で
も同様な事業がすでに開始されている。我が国は生
物学・基礎医学分野ではいまだこれらのアジアの
国々より優位性を保っていると考えているが、それ
を保ち続けるためにも、積極的に支援すべきと考え
る。

3033

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究
費補助金
をあらゆる
科学分野
の発展を
支援する非
常に大切
な研究補
助金です。
研究分野
によっては
なかなか競
争的資金
を得ること
ができない
中、本プロ
グラムは公
平にあらゆ
る科学分
野を支援し
ていただい
ています。
日本の科
学を支える
うえで最も
重要な本
補助金事
業をさらに
支援いただ
けますよう
お願いいた
します。

上記意見に記載しました通り、あらゆる科学分野、
若手研究員の育成に必須となっている本研究資金
のさらなる支援を切望する次第です。

グローバル
COEプログ
ラムは、我
が国の科
学技術推
進の根幹と
なる世界に
通用する優
秀な人材を
育成するこ
とを目的と
していると
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3034

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム 

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

理解してい
る。将来が
見えにくく、
希望がもて
ないことか
ら大学院博
士課程へ
の進学率
の低下が
進行してお
り我が国の
将来が危う
い状況の
中で、本プ
ログラムの
ような若い
人材を
encourage
する人材育
成プログラ
ムは極め
て重要であ
る。国際的
かつ学際
的・異分野
融合的資
質を有する
リーダーを
育成するこ
とが我が国
にとって急
務である。
言葉を換え
ればある種
のエリート
教育を推
進するべき
である（教
育界におい
て、エリート
教育は禁
句になって
いるようだ
が）。しか
し、このよう
な教育を受
けた優秀な
学生を教
育・研究機
関および民
間企業でど
のように受
け入れるの
か、出口対
策、施策も
別途必要

世界における我が国の地位が長期低落傾向にある
中で、その地位を回復し世界をリードして行くために
は、畢竟、次の世代の人材育成に尽きる。
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である。

3035

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・
インフラ
（HPCI）の構
築

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

HPCIはさま
ざまな分野
にとって革
新的な計
算環境は
必要不可
欠であるた
めこのまま
推進すべき
であると考
えます．ま
た，「国家
基幹技術」
としても着
実な開発
が必要で
す．

我が国における計算技術は世界レベルであるが，
革新的な計算環境がなくしては実用的な技術とは言
い難く，HPCIの構築はどの分野の研究開発者にと
って不可欠であるから．

3036

民
間
企
業

20
～
29
歳

経
済
産
業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

地球温暖
化問題は、
年々深刻
な問題にな
っていま
す。 
今夏の猛
暑や、異常
気象による
災害によ
り、地球温
暖化の影
響を感じて
います。 
多くの方が
温暖化対
策を行って
いると思い
ますが、地
球環境を
守る為に、
誰にでも簡
単にできる
ことは限ら
れていま
す。 
次世代照
明の開発
によって、
省エネルギ
ー・省資源
の特性をも
った照明を
普及させる
ことは地球
温暖化を
抑制する方
法のひとつ

一般家庭や、オフィスで使われる照明用途の電力消
費量は一般家庭で約16％、オフィスで約25％と、と
ても高い比率を占めているそうです。 
家庭やオフィスで省エネルギー化を図る取り組みを
進める為に、高効率、高品質、かつ低コストの次世
代照明を普及させることが、地球温暖化の抑制に繋
がると思います。 
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になると考
えます。 

3037

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

人文・社会
科学から自
然科学まで
全ての分
野にわた
り，自由な
発想に基
づく研究に
助成する競
争的資金
である科学
研究費補
助金は，研
究者の研
究の基盤
をなすもの
であり，特
に若手研
究者にとっ
ては独自
の研究を
遂行するた
めに自ら獲
得できる研
究費として
貴重な経
費である。
本経費によ
る研究で社
会に還元し
てきた画期
的な研究
成果は膨
大である。 
 科学研究
費補助金
の拡大が
社会基盤
の充実に
繋がるもの
であり優先
的に予算
措置すべき
である。

科学研究費補助金の充実があってこそ，将来にわ
たって多くの研究成果を享受出来るものであり，財
政状況が苦しい場合であっても本施策は推進すべ
きである。

改

理科教育
等に対する
補助金が
予算全体
の中でも少
なすぎる。
10億を切っ
た状態では
理科室にま
ともな実験
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3038

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

器具が揃
える事は不
可能だと思
います。全
国の学校
数で割ると
3万円以下
となり、こ
れでは生
徒が実験
などをする
ことが不可
能です。も
ともとの予
算額が少
なすぎると
思います。
少なくとも2
倍～3倍以
上の予算
が毎年経
常的に必
要です。

日本が科学技術立国を標榜するなら最も底辺の学
校教育における理科教育をもっと充実させるべきと
思います。今の予算は先端技術ばかりに目が向い
ており、基礎研究・基礎教育への手当てが薄すぎま
す。理科の授業は教科書だけでなく、身体で体験・
感動することが大切です。その為にも実験装置や顕
微鏡などの備品が必要で、手厚い予算措置が必須
だと思います。

3039

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我国の骨
組みである
基礎研究
を根本的に
支援する制
度であり、
研究のみ
ならず若手
の教育にも
極めて重
要な施策で
ある。増額
が望まれ
る。

研究と教育以外に我国が生き残っていく方策は無
い。

3040

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24161
ITER計画等
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

人類が持
てる究極の
エネルギー
源として核
融合があ
る。CO2を
放出しな
い、海水か
ら核燃焼の
燃料を取
れる、核分
裂炉と違い
炉心の暴
走がない、
等、他のエ
ネルギー
源とは本質
的に異なる
利点を有し

ITER計画は、国際協力によって、資金的にも合理的
に進めている。世界との協力と競争の中で、研究開
発を進めており、将来ここでの実績は、核融合エネ
ルギー源を日本にもたらすだけでなく、様様な応用
技術として国内に普及すると期待できる。
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等） ている。エ
ネルギー
源の乏しい
日本が進
めるべき研
究開発計
画である。

3041
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

優秀な若
手研究者
が海外で
武者修行
するととも
に、研究者
の世界で
将来にわ
たる人脈を
開拓する機
会をぜひ提
供したい。

個人的経験からしても、海外で大学院時代を過ごし
た経験が、その後の研究者としての活動に極めて
有効であった。研究者としての世界的リーダーは、
若い時代から世界的視野をもって活動する必要が
ある。

3042

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

30
～
39
歳

環
境
省
29103

環境研究総
合推進費

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

総合という
名の下、研
究テーマが
ごった煮
で、施策の
目的が曖
昧すぎる。
23年度の
目標も具体
性が全くな
い。WSSD
という言葉
を説明なし
に使うの
は、異分野
の人間を
排除するた
めで、環境
省の閉鎖
性を意味す
るのだろう
か？ダイオ
キシンの排
出量減少
を成果に上
げている
が、グリー
ンイノベー
ションとの
関連性は
薄い。研究
開発目標
および期限
での提案
には、根拠
のない数
字と当たり

環境関連市場っていったい何を想定しているのでし
ょうか？コベネフィット型技術って、具体的に何でしょ
うか？メリットを異分野間で共有するのは、もう当た
り前なのでは？こんな曖昧な目標設定では、目標は
達成できるわけありません。グリーンイノベーション
を達成するためには、様々な方法が考えられるが、
他省庁のプロジェクトと重複させてはいけないませ
ん。手薄な植物科学分野への投資は、環境省の得
意とする分野ということもあり、有効と考えます。
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等） 障りのない
文言の羅
列である。
また、環境
を歌うのに
も関わら
ず、植物科
学研究へ
の積極投
資が見当
たらないの
は、施策の
妥当性が
疑われる。
公募研究
を行う予定
とのことで
あるが、い
ったいどの
得意分野
をもつ研究
機関が中
核とするの
か、まった
くビジョン
がない。

3043

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我国の将
来を背負う
優秀な学
生を支援し
ていく制度
であり、最
低でもこの
まま推進す
べきであ
る。

研究と教育以外に我国が生き残っていく道は無い。

3044

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

何よりも優
先すべき施
策である。
200人と言
わず、さら
に予算を拡
大し、可能
な限り多く
の若手研
究者の自
立を推進し
てほしい。 

「立場が人を作る」という格言があるが、自立したポ
ジションを与えられない若手研究者が上司である教
授の手のひらを超えることは難しい。可能な限り多く
の若手研究者を速やかに独立させ、研究計画も教
育も全てを自らの責任において実施する立場を与え
れば、自ずと次世代を担う優秀な研究者が選抜され
てくる。願わくば、特別奨励研究員事業(24009)のよ
うに、テニュアトラック事業にも「自らが希望する研究
機関で主体的に研究をおこなうことが可能」な枠を
少数で良いので設けてほしい。

若手研究
者が自立し
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3045

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

て研究でき
る環境の
整備は非
常に重要
であり，テ
ニュアトラッ
ク制の採用
によってこ
れが促進さ
れれば非
常に益とな
る．ただし，
従来の研
究職，教員
採用の単
なる前段階
としてテニ
ュアトラック
制が用いら
れてしまう
と，テニュ
ア獲得のた
め研究・教
育活動が
本来の目
的である自
律的な研
究に繋がら
ず，悪しき
成果主義
に陥ること
も懸念され
る．運用に
あたっては
この点に留
意する必要
があると思
われる．

研究ポストの総数が変わらずに単にテニュアトラック
制だけが付け加わった場合，当初ポストに就くため
の審査と，テニュア獲得のための審査と二つの審査
を経る必要があることになる．運用方法によっては
研究活動への縛りに繋がり，本来の目的である自
律した研究のための環境整備に繋がらない恐れも
ある．

J-PARCは
単一目的
のプロジェ
クト型研究
とはことな
り、さまざ
まな分野で
日本はいっ
きに世界最
先端へおど
りでるチャ
ンスを与え
てくれる研
究施設で
す。各々の
分野で世
界最高水
準を達成す

22



3046

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

るもになら
ず、その多
彩な分野
の研究者
がいちどう
に会するこ
とによる相
乗効果で、
現在誰も予
想もしない
ような科学
的な発見・
進歩が必
ず花開くと
思います。
ともすれば
大型研究
はプロジェ
クト志向と
なり、大型
研究に目
が行きがち
ですが、素
粒子ミュオ
ンなどを用
いた、大型
プロジェク
トではない
にしろ、さ
まざまな研
究の芽を
持つ分野
にも目を配
っていただ
きたいと思
います。

ミュオン施設は、物質世界の根源を探る研究からLI
電池、光触媒の性能向上といった産業応用まで幅
広い応用可能性を秘めているにもかかわらず、現在
他のプロジェクトに比べて比較的小規模なため、予
算措置がが後回しとなっています。したがってJ-
PARCはせっかくの複合研究施設でありながら、そ
の可能性を開花するにはいたっていません。ノーベ
ル賞に代表されるような真に独創性のある研究結
果を排出するためにも、早急な充実が不可欠と考え
ます。

3047

大
学・
公
的
研
究
機
関

30
～
39

文
部
科
学

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ

こ
の
ま
ま
推
進

生命科学
分野の研
究が世界
的に進めら
れ、生命現
象や病気
の原因が
飛躍的に
解明されて
いる中にあ
って、特
に、ここ数
十年におい
ては、我が
国の基礎
研究の水
準も欧米と
肩を並べる
に至ってい
る。こうした

我が国は、基礎的な生命科学研究については、欧
米と比肩するレベルに達しているものの、創薬、医
療技術といった分野では、我が国発のものは少な
く、多くの物を欧米で開発されたものを移入すること
に頼っている。したがって、日本発の薬や技術を創
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（独
法・
公
設
試
等）

歳省 ニシアティブ す
べ
き

基礎研究
の成果や
技術を、創
薬や医療
技術に転
換する本事
業は、この
分野での
我が国の
国際競争
力を高める
のみなら
ず、人類の
健康と長寿
に貢献する
有意義な
物であると
考える。

出し、この分野で世界をリードするにあたり、本事業
のような基礎研究の成果を、体系的に産業に生か
す基盤作りが急務であると考えられる。

3048

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子科
学研究拠点
形成に向け
た基盤技術
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

世界に通
用する研究
を推進して
ほしい。

日本は科学技術が重要だと思われるため。

3049

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24126
ゲノム医科
学研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ゲノム研究
は、医療の
根源を解
明するも
の。 
今後も続け
ていくこと
で、前に進
むことがで
きると思
う。 

ゲノム研究は、医療の根源を解明するもの。 
今後も続けていくことで、前に進むことができると思
う。 

3050
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24019

数学・数理
科学と他分
野の連携拠
点形成支援
プログラム

こ
の
ま
ま
推
進
す

数学・数理
科学が他
分野に内
在する数学
的構造の
発見を通じ
て社会・諸
科学の根
本的構造
の改善に
繋がるとの
認識は次
第に高まり

数学・数理科学は、その抽象性の故に、社会・諸科
学に思いがけぬブレークスルーをもたらす可能性を
秘めており、実際、そのような例が最近頻出してい
る。連携強化の「場」により、大勢の方々がそのよう
な例に触れる機会を得、更なるブレークスルーに繋
がることが大いに期待出来る。
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べ
き
つつあり、
連携を強
化する「場」
の形成は
まさに時宜
に適ってい
る。

3051

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

続けること
で、前に進
む分野だと
思います。

続けることで、前に進む分野だと思います。

3052

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究
費補助金
は教育研
究の基盤と
なる資金で
あり、種と
なる基盤的
研究の実
施には不
可欠です。
採択率を
上げて今よ
りも多くの
研究者に
配分してい
ただきたい
と思いま
す。

大型予算の個人への集中による研究促進の制度は
十分拡充してきました。これらの研究のおおもととな
る研究がどこで生まれたかを考えるとき、比較的小
額の個人研究であることが多いと思われます。従っ
て、大学などにおける次世代の種となる研究の多様
性を担保するためにも科学研究費補助金の一層の
充実が必要と思われます。

3053

民
間
企
業

20
～
29
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

近年の該
当分野の
進展は目
覚しく、そ
の分技術
競争も国内
外を問わ
ず激化して
いる。その
中で日本
の技術は
世界トップ
レベルであ
り、このま
ま伸ばすこ
とで新たな
国益源へと
つなぐべ
き。

日本を支える“ものづくり”の根幹となりうる技術であ
り、非常に重要な事業。この技術によって実現され
る各種フレキシブルデバイスの応用には現在の産
業及び商業を大きく進展させる可能性があることか
らも注力するに値する魅力的な開発項目だと考え
る。

大
学・
公

25



3054

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

他の新しい
名前の施
策は抑制
ぎみにし
て、この施
策枠の大
幅な増加を
希望しま
す。

すべての施策の最も基盤となり基本ですので、あく
までその中で方向性を持った領域を組込めば、施策
を実行する際に必要な研究費以外の経費の削減も
可能であると思います。

3055

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24170

Bepi 
Colombo（水
星探査プロ
ジェクト）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

水星は太
陽系科学
の研究を
発展させる
上で重要な
惑星であ
り、日欧協
力のものと
で行われる
本ミッション
は世界初
の本格的・
総合的探
査を実現す
るもので、
停滞するこ
となく確実
に実施す
べきであ
る。

米国のメッセンジャの偵察的探査の後を受け、本格
的な総合探査を行うミッションであり、このミッション
を実現する科学的価値は極めて大きい。一国では
できず、日欧協力で行われるものであり、相互の技
術的発展に加え、国際協力関係・信頼関係の構築
の上でも重要である。また、技術的な実現性につい
て確認・評価されたうえでフライトモデル製作を開始
しており、これまでの投資や国際関係を考慮すると、
延期や廃止は損失あるのみで、着実な推進が唯一
の選択肢である。

3056

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

「学術研
究」（研究
者の自由
な発想に
基づく研
究）を格段
に発展さ
せ、重厚で
多様な知
的蓄積を
形成する科
学研究費
補助金の
制度を、現
在よりもさ
らに充実し
たものとな
るような予
算措置を
取るべきで
ある。

資源の限られた日本において、知的な活動の生産
性を挙げることは重要であり、そのためには、研究
者の自由な発想に基づく研究は、極めて重要であ
る。大学運営費が削減されている中で、透明で、公
正な審査に基づく競争的資金を増やすことが重要で
ある。その中でも、科学研究費補助金は最も重要な
制度であるから、その制度を予算的に担保すること
が極めて必要である。

小・ ～
文
部 RIビームファ

こ
の
ま
ま

絶対に必
要だと思い
ます。科学 私は将来科学者になりたいです。まだ小学３年生で
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3057

中・
高
校

19
歳
科
学
省 24140

クトリー計画
の推進

推
進
す
べ
き

のはってん
に全力で
頑張って下
さい。

すが、私が大人になった時に、最新の装置で沢山研
究がしたいです。RIBFを使って大きな研究がしたい
です。

3058

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究
費補助金
は日本が
世界に誇
れるレベル
の研究環
境を構築す
るためには
必要不可
欠の補助
金である。
大学の基
盤をなす運
営交付金も
減額となっ
ている今、
われわれ
大学研究
者は科学
研究費補
助金によっ
て研究の
継続を行う
ことができ
る。よって
科学研究
費補助金
はこのまま
推進すべき
施策である
と考える。

科学研究費補助金は大学・研究機関における基盤
的研究の継続を保証するものである。本システムの
廃止は日本における基礎・基盤的研究の終焉を意
味すると考えている。世界レベルの質の良い研究環
境の維持、または研究者の育成を日本で続けるた
めに科学研究費補助金の継続がぜひとも必要であ
る。

3059

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国の
研究者の
研究活動
を支える重
要な競争
的資金で
あり、予算
規模をむし
ろ拡充すべ
きである。
基礎研究
を行う大
学、独立行
政法人、民
間企業の
研究所等
に在籍する
研究者が
応募できる
もので研究

新しい研究の芽を育てるためには、採択率を上げ
て、多くの研究者を支援する必要がある。大学等の
研究費が減少するなかで、公的な研究資金による
研究支援は必要である。
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者が応募し
やすい研
究資金で
ある。

3060

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

J-PARCの
高輝度陽
子ビームは
基礎科学
や実生活
への応用
などの様々
の理由で
高い必要
度をもつ。
ここでは世
界の最深
部の基本
構造の理
解にとって
重要な、神
岡にビーム
を送るT2K
ニュートリノ
実験の観
点からの意
見を申し述
べる。２６
年度を目
標とした陽
子ビーム強
度の1MW
への増強
は是非とも
達成してい
ただきた
い。特に、
現状強度
からの立ち
上がり勾配
をできるだ
け急峻に
することが
非常に重
要で、必要
に応じて予
算の前倒し
執行なども
検討してい
ただきた
い。

素粒子の世界で唯一未知である混合角であるレプト
ン13角の測定実験は現在激しい国際競争にあり、
T2K実験の強敵である原子炉実験が世界の二ヶ所
で今年度中に開始される予定である。ビーム強度の
すみやかな増強により、この国際的競争を制して、
T2K実験が世界で最初に13角を測定し、神岡実験
が先駆的に獲得し、カムランド実験が引継いだ日本
のニュートリノ実験の世界的な優位を保持し、ますま
す確かなものにしていただくことを強く希望する。

大
学・
公
的

こ
の

最近、がん
に関連する
新しい細胞
内分子機
構が見出さ
れており、 ゲノムプロジェクトが終わり、さらに機能性RNAなど
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3061

研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

ま
ま
推
進
す
べ
き

これらを標
的とした新
しい治療戦
略の再構
築が必要と
思われるた
め、この分
野の研究
をより強く
推進するこ
とが必要で
ある。

従来見出されていない分子機構の癌化への関与が
見出されてきており、癌関連の学問分野は２０年前
とは大きく様変わりしてきている。改めて新しいがん
研究の戦略を練り直す時期にあると思われ、わが国
が世界にリーダーシップを発揮するためにも本領域
の援助を厚くすることが望ましい。

3062

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

環
境
省
29106

地球温暖化
対策技術開
発等事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

他省庁との
プロジェク
トと重複が
見られる。
例えばバイ
オマス関連
で言えば、
経済産業
省、27116、
セルロース
系エタノー
ル革新的
生産システ
ム開発事
業、27124、
バイオマス
エネルギー
等高効率
転換技術
開発、農林
水産省、
26101、地
域活性化
のための
バイオマス
利用技術
の開発、文
部科学省、
24107、環
境・エネル
ギー科学
研究事業、
などがあ
る。これら
他提案は
少なくとも
一部に具
体性がある
が、本施策
には具体
性がまった
くない。目
標が達成さ
れるはず

この施策は省エネなのか、新エネルギー開発なの
か、目的をはっきりするべきである。全体を見渡すこ
とができない。等の文字が表すように、目標が四方
八方に支離滅裂に広がり、あまりにも散漫な内容で
ある。この目標設定で成功する訳がない。例えば、
植物を使うなら、植物研究系の機関や大学と密接に
協力するとか、発酵技術をもつグループがいなけれ
ばバイオ燃料はできない。インフラ整備するわけで
もないし、革新的な省エネ技術も目指さない。騒音を
回避した風車を作ってどうするつもりか？騒音が出
ても、効率よく電気がつくれることが求められている
はずである。よい風車をつくって外国に売ればよい
じゃないか。風が強くて人が住め居ない場所は世界
中にいくらでもある。こんなプロジェクトに資金を投
入するのは、おねがいだからやめてほしい。
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はなく、即
刻中止す
べきであ
る。電気自
動車や風
力発現も他
の人たち先
頭にたって
おり、環境
省が牽引し
ているわけ
ではない。

3063
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業（社会技
術研究開発
事業を含む）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

JST により
実施されて
いる本事業
はぜひとも
強化・発展
させるべき
である。

JST による「さきがけ」、「CREST」に領域アドバイザ
ーとして関与しているが、明確な目標の下に着々と
成果が挙がりつつあることを実感している。その他
の戦略的創造研究推進事業でも大きな成果・実績
が挙がっており、科学・技術推進に関して我が国の
誇るべき事業であると考える。

3064

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

医療に関
わる生命
科学分野
のインフラ
の整備はも
っと積極的
に推進す
べきだと思
います。

将来、莫大な経済的利益を生み出す重要な分野だ
と思うので。

3065

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24125
免疫アレル
ギー科学総
合研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

花粉症の
治療法の
開発研究
を進めて欲
しい。

私は毎年、花粉症で大変辛い季節を迎えます．花
粉所の根本的治療法のを開発してください。

3066

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研究員
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大学院博
士課程修
了後に研
究者を目
指す者にと
って、キャ
リアパスの
一つであ
り、同制度
の更なる充
実が必要

将来の我が国を支える研究者を継続的に養成する
ために必要な施策である。特別研究員事業につい
ては人材育成事業であるため、その成果は２０～３
０年のスパンで検証すべきである。
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試
等）

である。

3067

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

大学院生
支援を一
層充実さ
せ，支援額
を増大して
推進すべき
である． 
意義の明
確でない高
校生への
資金的援
助に比べ，
国民教育
の出口で
ある大学院
への支援
は，少額の
支援で大き
な効果が
得られるの
で，充実さ
せるべき 
大学院奨
学金充実
は一石二
鳥

１．大学院修士課程から奨学金を出して学生を大学
院につなぎ止めておくことは，即効性のある失業対
策であることを，雇用の促進を標榜する菅首相以下
民主党が良く理解されたい． 
２．欧米，中国韓国の過去５年の大学院施策の充実
ぶりに対して，この不景気で我が国のトップ大学で
の大学院進学率は低下している． 
世界の趨勢は国を引っ張るトップエリートの育成に
走っている．高校まで国費をかけて一兵卒を沢山作
る時代は終了し，大学院生の中から更にトップを選
別して日本の未来を託する政策に転換すべきであ
る． 

3068

小・
中・
高
校

～
19
歳

文
部
科
学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

RIBFは絶
対に必要
だと思いま
す。もっと
予算をつけ
るべきだと
思います。

高校生の時に初めてRIBFを見ました。それを見て私
は将来研究に少しでも携わる仕事をしたいと思い、
大学は理学部に進みました。 
RIBFはこのまま予算が着かなければ箱ものを建て
ただけで終わってしまいます。せっかく立派な装置
がこの日本にあるのですから、その先端加速器を十
分に稼働させ実験をしてこそ、無駄ではなくなりま
す。是非無駄をなくす意味も含め、RIBF先端加速器
に予算を十分つけ最先端の研究を続け、将来の若
者の夢を築いてほしいです。 
有望な子供に対し昔は「末は博士か大臣か」という
言葉があったと思います。今では博士も大臣も国民
から軽視される職業になっていますが、自分達の仲
間で博士になりたいと思っている友達は沢山いま
す。若者に夢を与えてください。

3069

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上

平成２２年
度の予算
規模が１１
億円で、平
成２３年度
の予算規
模が９億９
千万円と少
なくなるの
はおかし
い。 
予算規模
をもっと増

平成２３年度から新学習指導要領が実施され、理科
の事業時数が大幅に増えます。昨年度には経済対
策補正予算が執行され「新学習指導要領」に沿った
理科教材が学校に納入されては来ましたが、まだま
だ予算不足です。 
自治体によっては補正予算を受けないところもあり、
格差が出ているのが実情です。 
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省 で
推
進
す
べ
き

やして、充
分な理科
教材を市
町村間・学
校間の格
差なく整備
できるよう
にして欲し
い。

長年続いている「理振予算」でしか理科の教材を購
入しないところもありますので、理振予算を増額しな
いと、実験観察の時間があっても実際の教材が無
いと言うことになります。

3070

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ターゲット
タンパク質
研究プログ
ラムはとて
も重要なタ
ンパク質研
究を行って
いく上で、
重要なプロ
グラムであ
ると考えて
います。 
このプログ
ラムによっ
てもたらさ
れる成果
は、創薬に
生かされる
のみなら
ず、エネル
ギーの分
野において
も役立つも
のが数多く
あると考え
ます。よっ
て、このプ
ログラムに
対する、予
算を一層
強化するべ
きである。

タンパク質は人体および生き物すべての機能を構
成するものであり、人が今こうして生きているもの、
すべてタンパク質のおかげなのである。したがって、
この研究を推進していくことは、人の未来を作り上げ
るうえで、とても重要なことだと考えます。

3071

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

予算の増
額をすべき
である。

本施策は、研究の推進だけでなく、若手研究者の育
成にも貢献している。我国の研究水準を向上させる
ためにも、より一層の増額が必要である。

研究推進
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3072
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
(WPI)

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

に関する諸
施策の内、
世界トップ
レベルの研
究拠点を
形成すると
の本プログ
ラムは重要
なものの一
つであり、
中間評価
を経て更に
強化・発展
させるべき
であると考
える。

中間評価で明らかになると思われるが、当初目標に
向けて着実な成果が挙がりつつあると考えられる。

3073

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

海洋生物
資源をより
正確に把
握するこ
と、有効利
用を図るこ
とはわが国
のみなら
ず、世界的
にみても重
要である。
わが国の
研究は世
界的にもこ
の方面でリ
ードした
が、今後も
世界的規
模の問題
が山積み
になってお
り、国内の
海洋生物
資源の確
保のみなら
ず、国際的
も貢献でき
る科学的
施策の中
心課題と考
えられる。

海洋生物資源は食糧を供給するために重要である
が、世界的な人口増や経済発展のために供給が間
に合わない状況になっている。一方、海洋生物資源
の科学的な評価が行われているにも関わらず、経
済活動などが優先され、持続的な利用が危機に面
している。このような状況においてはいずれは海洋
生物資源は枯渇してしまうと思われる。科学的なよ
り強固な根拠を提示して将来にわたって持続的利用
が可能の海洋生物資源の確保が図られるべきであ
る。

3074

民
間
企
業

40
～
49
歳文
部
科
学

24151

サイエンス・
パートナーシ
ップ・プロジ
ェクト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上

昨年まで実
施されてい
たＳＰＰの
教員研修
（ＳＴＴ）を復

新学習指導要領の導入により教科書の内容は増え
たが、教員がスキルアップをはかる機会は全く確保
されていない。全体のパイを増やせないなら、講座
型ＳＰＰを減らして、ＳＴＴを復活させるべきです。い
ま教員研修に時間とお金をかけないと、新学習指導
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省 で
推
進
す
べ
き

活させるべ
きです。

要領がお題目だけで終わってしまいます。

3075

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24003

海洋資 源・
エネルギー
の探査・活
用技術の研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

本本施策
は，資源探
査のため
の技術開
発を行うた
め重要な
施策であ
る．本邦の
排他的経
済水域に
はガスハイ
ドレートな
どの未来
のエネルギ
ー資源が
胚胎してい
る．しかし，
その採掘
にはコスト
的に見合
わない部
分もあり，
完全に実
用化されて
いるとは言
い難い．そ
のため，新
資源の探
査や探査
手法の低コ
スト化には
高深度掘
削方法の
開発，無人
探査機の
開発，地震
探査の３Ｄ
化など多く
の探査，採
鉱のため
の技術革
新が必要と
される．

現在，エネルギー資源に関しはアジアの各諸国も10
年後のことを見越して，その獲得のために熾烈な競
争を行っている．特に，石油，天然ガスのような海洋
資源では国際紛争にもなりかねないほど加熱してい
るのが現状である．我が国は，経済が好調であった
時期には，諸外国から買えばよいという考えがあっ
たが，現在ではお金で買えるほどたやすい競争では
なくなってきた．したがって，長期的な戦略をもち，エ
ネルギー政策を行うべきで技術開発は怠るできでは
ない．

 
今後の新
学習指導
要領の移
行に伴う、
理科授業
の時間数
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3076

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

増＆新単
元の学習、
授業での
実験時間
の増加を
考えた時、
学校現場
では十分
に対応でき
る教材が
整備されて
いないのが
現状です。
義務教育
は本年ス
ポットライト
が多少なり
とも当たり
ましたが、
特に広島
県の県立
高校では、
未だに見え
にくい４０
年前の顕
微鏡を大
切に使わ
れている所
も有りま
す。また既
に使えない
多くの教材
を目の前に
して、どう
せ予算は
つかな
い・・・・と言
う現場の先
生方の諦
めムードが
有る事も事
実です。是
非、国から
の補助率
を７０％程
度まで増や
し、各自治
体も申請し
易い負担
金額に留
め、予算額
アップを期
待するもの
です。 

高等学校、授業料無償化等進められており、殆ど高
等学校への進学が義務教育と同様になる中、学校
の二極化が近年進んでいると実感します。 
上位の学校にはある程度予算も配分されています
が、所謂下位の学校には十分な予算も下りてきませ
ん。当然、教員のモチベーションに影響していると感
じますし、ひいては将来の有る生徒にも十分な授業
を受けれるか否か影響があると感じます。 科学技
術立国を目指すのであれば、せめて高等学校まで
は実践と検証が出来る最低限の理科備品を整備し
て貰いたいと思います。

大
学・

施設の陳
腐化は、将
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3077

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

来の我が
国を担う大
学生、大学
院生の教
育意欲を
失わせるこ
とにもつな
がるので、
積極的に
整備が必
要である。

地方の国立大学は、首都圏の大学と異なり、地域の
ランドマークとしての役割を果たしている。従って、
地域活性化・地域の拠点としていくためには必要な
事業である。

3078

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

内
閣
府
13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備 

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

世界のトッ
プに立つ大
学院大学
を作るとい
う設立当初
の志は素
晴らしいと
思うので、
是非、推進
するべきと
思います。

東大でさえ世界のトップに立てないのなら、全く異な
るアプローチで新たな大学院を作ることは本当に素
晴らしいことだと思う。実際、学内公用語を英語にし
たことで世界中から研究者たちが集まっており、研
究を押し進める上でも大変魅力的なことだと思う。

3079

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による
新しい物理
法則の探求 

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

Bファクトリ
ー加速器を
高度化する
ことを推進
すべきだと
思います。

CP非保存によるフレーバー物理の研究は、世界的
にも日本が率先してリードしていくことを期待されて
いるテーマです。新しい物理法則を探求していくに
は、高いルミノシティを出せる加速器が必要です。B
ファクトリー加速器は、世界最高のルミノシティを誇
っており、高度化によりより高いルミノシティを期待
することが出来ます。そのため、Bファクトリー加速
器の高度化を推進すべきだと思います。

3080
大
学・
公
的
研
究
機
関
（独

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す

本補助金
はすべて
の科学研
究の基盤と
なる基礎研
究を含む、
すべての
科学研究
の遂行に
あたり一番
基本となる
予算であ
る。よって、
本予算は
日本の科

現在予算削減の流れの中で、最も重要な科学研究
費補助金ですら予算が削減されている。しかし、こ
れは科学技術の屋台骨である基礎研究をないがし
ろにするものであり、将来の我が国の科学技術研究
の発展に重大な障害を及ぼす事は明白である。ま
た、現在掲げられている他の施策を実行するための
基礎体力を奪うことになり、科学技術研究全体の
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法・
公
設
試
等）

べ
き
学技術発
展の心臓と
も言える最
も大事にす
るべきもの
であり、最
優先で予
算を配分す
るべきであ
る。

activityを著しく減少させる。よって、科学研究費補
助金には最優先で予算を配分する必要がある。

3081

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24157

首都直下地
震防災・減
災特別プロ
ジェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

首都圏でど
のような地
震が発生
するかを明
らかにし
て、地震防
災対策に
貢献する研
究をこれま
で以上に
勧める必
要がある。

首都圏がマグニチュード７程度の地震に見舞われる
確率は極めて高いことが、国の地震調査研究推進
本部から公表されている。さらに、中央防災会議か
らは、そのような地震が東京湾北部で起きれば、甚
大な被害が発生することが予想されいる。被害を減
じるには、次にくる地震の姿（地震像）を明確にする
ことが重要であり、そのために、本施策はこれまで
以上に推進すべきである。

3082

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

本プログラ
ムの選考
過程と実施
態様が，我
が国の競
争力の向
上させる目
的に十分
に沿ってい
るかを検証
した上で，
一段の充
実が必要．
WPIが未来
の日本を
切り開くこ
とを目的と
としている
ことに鑑
み，４０－５
０歳のまだ
前途有望
な審査員
による審査
体制に切り
替えるべき
である．

このようなトッププログラムこそ，若手トップ研究者の
意見を重視すべきである．そして世界に胸を張れる
ような，真にトップのプログラムを選抜する必要があ
る．

こ
の

某研究所
に一般公
開の際にタ
ンパク研究
の分かりや
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3083
そ
の
他

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

ま
ま
推
進
す
べ
き

すいパンフ
レットを見
ました。私
たちに直接
関係がある
タンパクの
研究は長
い目で続け
欲しいと思
います。

ターゲットタンパク研究では、実質３年余りで国際的
に優れた成果が出ていると聞いています。

3084

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研究員
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

より一層の
予算の増
額をすべき
である。

我国の将来を担う若手研究者の育成において本施
策は重要であり、より多くの有能な研究者を排出す
ることが将来的国益に繋がる。

3085

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

はやぶさ後
継機は科
学的意義
が極めて
高く、また
日本の独
自技術を
確立するた
めに必須な
ミッションで
あるため実
現に向けて
確実に推
進すべきで
ある。

はやぶさ後継機は、太陽系形成時における揮発性
成分や有機物の挙動を知るためのサンプルリターン
による始原物質探査、太陽系形成時の微惑星やそ
の衝突破壊現象を知るための小惑星のリモートセン
シングや衝突体による状態変化を観察する画期的
なミッションである。かつ日本のもつ太陽系往還の
独自技術の確立を進める重要なミッションである。
はやぶさが実現したような「感動」を与える形での一
般人への還元を行い、国民に活力と理科教育への
関心を高める。 

3086

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

（１）本プロ
ジェクトは
今後の社
会のさらな
る発展に対
する貢献度
が大きいと
考える。 
 
（２）海外に
も門戸を開
いていくべ
き。

（１）半導体技術の発展はコンピュータを始め現代の
多くのイノベーションを実現してきた。半導体発展を
支えてきた微細加工技術が今度はイノベーションを
必要としている。 
 
（２）本件のような影響力が大きいnon-competitiveな
領域を日本がリードすることにより、結果的に国益
になると考える。

我が国の
大学院博
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3087
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

士後期課
程の教育
力・研究力
の重点的
強化のた
め、ぜひと
も強化・発
展させるべ
きであると
考える。

本プログラムは、これまでに着実に成果を挙げつつ
あり、我が国の教育・研究推進に関する施策の内の
重要な一つとなっている。

3088

公
益
法
人

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24152

スーパーサ
イエンスハイ
スクール事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

同事業は、
将来の国
際的な科
学技術関
係人材を
育成するた
め、先進的
な理数教
育を実施す
る高等学
校等を「ス
ーパーサイ
エンスハイ
スクール」
として指定
し、学習指
導要領によ
らないカリ
キュラムの
開発・実践
や課題研
究の推進、
観察・実験
等を通じた
体験的・問
題解決的
な学習等を
支援してい
るが、我が
国が、科学
技術立国と
して今後成
長しつづけ
るために
は、継続的
な理数系
人材の育
成は必須
であり、そ
の基盤とな
る事業であ
ると思う。
従って、こ
のまま推進
すべきと考
える。

子供たちの理数離れが話題となって久しいが、文部
科学省の本事業を始め、戦略的な理数系人材の輩
出につながる事業の実施、継続的な支援により、若
干回復しているのではないかと感じる。日本が、科
学技術立国として今度も成長し、国際競争力に打ち
勝つには、継続的なものづくり人材、世界レベルの
技術力を生み出す人材の輩出は必須であり、そうい
った人材の育成は、将来の進路・職業選択を意識し
はじめる高校生時代での実践的・体系的な知識の
習得により実現すると考える。そういった観点から、
本事業は通常の高校に配賦されている予算だけで
は出来ない生きた知識の授業の実施が可能となっ
ており、継続的な支援があってこそ、近い将来、より
大きな成果が見えてくると思う。
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3089

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27138
先進空力設
計等研究開
発

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

この施策は
グリーンイ
ノベーショ
ンの目標に
合致してい
ない。空力
は確かに
燃費向上
に役立つで
あろうが、
効果は非
常に限定
的である。
レースや軍
事の目的
ではないの
で、これほ
どの金額を
投入しても
意味がな
い。どんな
に空力が
いいからと
いって、そ
の車を消
費者が使う
だろうか？
かっこ悪け
れば買わ
ないのは
自明であ
る。空力が
よくても居
住性が悪
ければ新
幹線にも使
われない。
500系新幹
線はそうい
う理由で廃
れた。施策
提案に具
体的な目
標がいっさ
いかかれ
ていないの
は疑問で
ある。騒音
対策は詭
弁である。
別種の予
算枠でやる
べき課題で
ある。

イノベーションが求められているはずなのに、空力
設計をかえるだけでは、ただの改善である。燃費や
低炭素、騒音に関して抜本的な改善を目指すべきで
ある。もし、やるなら別のプロジェクトでやるべきであ
る。

我々の生
活基盤は
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3090

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

現在科学
抜きでは成
り立たな
い。また、
日本の国
際競争力
を維持する
ためにも、
科学の発
展は、国策
を持って推
進すべきで
ある。科学
を発展させ
るための方
策の一つと
して、科学
研究を担う
人材の育
成は欠か
せない。従
って、世界
的に見て
第一級の
実力を持っ
た研究者を
育成するた
めにも、グ
ローバル
COEプログ
ラムはます
ます重点
的に推進
すべき施策
である。

科学は日本が誇る大きな長所であったが、その担い
手としての人材が必ずしも豊富とは言えない。海外
では大学や研究所のみならず、企業でも博士号取
得者が一線にたって研究を推進している。日本企業
では従来視野が狭いなどと考えられてきた博士であ
るが、現実には博士号を取得する過程において、自
ら研究を設計計画し、新たな発想を導入し、自らの
アイデアや成果を外部に売り込むという、幅広い活
動を経験しており、非常に優秀な人材となり得る。日
本においても、幅広く活躍できる博士、博士が活躍
できる環境を整える必要がある。

3091

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

現在のナノ
テクノロジ
ーは広い
研究領域
の基盤技
術であり、
全国レベル
の各地区
基盤技術
サポート拠
点をさらに
長期的視
点でサポー
トし、特に
若い研究
者、新規事
業参入者
の利用が
進むように
ソフトの改
善を進め

ナノテクノロジーは今や無くてはならないすべての新
規研究を進める基盤技術であり、北大のナノテク関
係のオープンファシリティは、若い研究者、アイデア
はあるが装置を持たない新規参入研究者、企業研
究者の活動を活性化する重要なサポートを行ってお
り、これを中断すれば、その研究基盤、新規技術の
展開を進める活力崩壊への影響は計り知れない。
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ルべき。

3092
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24154

研究者の養
成（海外特
別研究員、
若手研究者
インターナシ
ョナル・トレ
ーニング・プ
ロジェクト）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

優秀な若
手研究者
が、海外の
研究機関
において研
究に専念
するととも
に、世界的
研究人脈
を形成する
事業は不
可欠であ
る。

科学・技術の研究に関して、我が国が世界的リーダ
ーであるためには、若い時代からの世界的研究人
脈を持つ研究者が不可欠である。このことは個人的
経験からも痛感している。

3093

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネット
ワーク

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

既にいくつ
かの研究
成果が挙
がってい
る。単に設
備を利用す
るだけでな
く、その際
にコンサル
ティングに
ものっても
らえて大変
参考になっ
た。大学と
の共同研
究の橋渡し
にも役立っ
ている。

このような共通設備・共同利用期間はむしろ強化す
べきと考えられる。設備の集中投資とその有効利用
は多くの研究機関の共有財産となり得る。もしもこの
ような微細構造の加工・作製技術の共通設備がな
い場合、各機関が設備を備える必要が出て投資と
財産の分散につながりかねない。

3094

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

一日本国
民の意見と
して、絶対
に推進す
べきであ
り、科学研
究費の削
減など近代
国家として
あってはな
らない事態
であると考
えている。
科学の衰
退は国家
の衰退に
直結すると
言ってよ
い。そのよ
うな現実を
国民として
受け入れる
わけにはい
かない。

科学研究費は膨大に膨れ上がると同時に研究者も
増え、現状で研究者あたりの科学研究費は減ってき
ていると直感で感じる。それは、国が押し進めてきた
大学院進学の方針に多くの学生が甘んじてきたから
であろうか。技術立国として国がとってきた方策を無
駄にしてはいけないと思う。国民が豊かな暮らしを
望むのならば先行投資として研究へ予算を回すの
が当然であると考える。
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3095

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24154

研究者の養
成（海外特
別研究員、
若手研究者
インターナシ
ョナル・トレ
ーニング・プ
ログラム）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

本施策の
継続と予算
の増額が
必要であ
る。

海外での研究活動は、若手研究者を飛躍的に成長
させる。より多くの研究者を海外経験させることは、
我国が最先端の科学を維持する上で非常に重要で
ある。

3096

小・
中・
高
校

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24145
私立学校施
設高度化推
進事業補助

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

私立学校
はそれぞ
れの歴史と
伝統を持
ち、我が国
の今日の
繁栄を築い
てくる過程
に於いて、
各校の建
学の理念
に沿いなが
ら、大樹を
育む大地
の如く様々
な面で広く
寄与してき
たかと思い
ます。その
施設を更に
高めていく
事業の必
要性は不
可欠のもの
であると考
えられま
す。このよ
うな時であ
るからこ
そ、人間へ
の投資へ
繋がる施
設高度化
推進は継
続すべきで
あると思い
ます。

私学への補助はすぐ目に見えるものではない為、後
回しにされがちな面がありますが、その影響は微妙
にかつ確実に現れてくるものかと思われます。我が
国の百年後さらにその先を見据えて、学術研究活
動の基盤となる私学への施設への補助は決してお
ろそかにしてはいけないと思います。私学の施設向
上、この国の技術学術の更なる進歩の為、国家百
年の計を誤らぬようにこのまま推進して頂きたいと
思います。

国策として
理科教育
を設備面
から強力に
バックアッ
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3097

民
間
企
業

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

プしていく
必要がある
と思いま
す。今まで
もこれから
も日本の根
底を支える
のは科学
技術である
と信じま
す。昨今こ
の根底が
崩れつつ
あると考え
るからで
す。

理科については学習指導要領の変更があり、対応
する教材の整備が追いついていないと考えます。特
に地方公共団体の予算は厳しく一部補助がないと
設備購入ができません。又、マスコミ等で報道され
ている以上に理科離れが進んでいます。これを食い
止めるのは国として責務だと思います。

3098

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

政策目標
がわかりづ
らい．目標
の明確化と
それに対す
る明確，分
かり易い方
策を文科
省は提供
する義務が
ある．「来る
５年間大学
院修士，博
士課程に
月額２０万
円の奨学
金を払うこ
とで，若年
層の失業
率を下げ
る」というよ
うな，民主
党の方針と
も合致し，
かつ分かり
易い政策
にしてはど
うか． 
目標の不
明確な新
施策を打ち
出すので
はなく，
COE，グロ
ーバル化，
WPIなど素
晴らしい見
通しを持っ
た施策が
既に行わ

大学院の教育施策を５年ごとにコロコロ変えるという
文科省の政策が根本的間違っている．初等中等教
育同様，大学院政策のいても骨太の施策を立案し，
どっしりと進めるべきである． 
要は，中国を含む諸外国に負けないような，大学院
予算を立案するかが勝負である．
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れているわ
けだから，
それらを更
に充実，発
展させるべ
きである．

3099
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24189
学術国際交
流事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国が
学術研究
において世
界的役割
を果たすた
めには、国
際共同研
究、研究者
招聘・ネット
ワーク強
化、先端的
研究ネット
ワーク形成
のための
場の提供
等を推進す
る本事業を
強化・発展
させるべき
であると考
える。

本事業は、これまでに大きな成果を挙げており、我
が国が世界的役割を引き続き果たすため、継続・強
化・発展が不可欠である。

3100

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

大学院生
支援を一
層充実さ
せ，支援額
を増大して
推進すべき
である． 
意義の明
確でない高
校生への
資金的援
助に比べ，
国民教育
の出口で
ある大学院
への支援
は，少額の
支援で大き
な効果が
得られるの
で，充実さ
せるべき 
大学院奨
学金充実
は一石二
鳥

１．大学院修士課程から奨学金を出して学生を大学
院につなぎ止めておくことは，即効性のある失業対
策であることを，雇用の促進を標榜する菅首相以下
民主党が良く理解されたい． 
２．欧米，中国韓国の過去５年の大学院施策の充実
ぶりに対して，この不景気で我が国のトップ大学で
の大学院進学率は低下している． 
世界の趨勢は国を引っ張るトップエリートの育成に
走っている．高校まで国費をかけて一兵卒を沢山作
る時代は終了し，大学院生の中から更にトップを選
別して日本の未来を託する政策に転換すべきであ
る． 

燃料電池
に関する技
術、特に、
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3101

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

電極触媒
の高活性
化と高耐久
化、更に
は、高価な
白金触媒
を極限まで
削減する技
術および非
白金触媒
である炭素
系／遷移
金属炭窒
化物系触
媒の研究
開発を強
力に推進し
て欲しい。

リチウム二次電池が取りざたされているが、電気自
動車で、例えば充電密度を現行の数倍に高め、電
池の重量或いは体積を増加させること無く500km以
上の走行距離を達成するのは困難。一方、燃料電
池自動車では500km以上の走行性が実証されてい
る。問題は、水素ステーションを含めたインフラの普
及と、これにリンクした車メーカーの量産化技術開
発。これらを実現するためには、key材料である電極
触媒の研究開発を継続させる必要がある。

3102

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

来る３年で
２０００億円
増で倍増．
子供手当
の１０％を
充当．

欧米，中国に負けている．もう５年経つと，研究者の
代替わりが進み，士気も下がることによって取り返し
の付かない状態になるだろう．

3103

民
間
企
業

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

理振予算
が減少傾
向にあるが
問題だと思
う。

昨年度の補正予算で、理科備品の整備がすすめら
れたが、 
平成２３年度から始まる新学習指導要領の実験を
行う上で 
完全な整備が出来ている学校は少ないのが現状
だ。 
学校で実験が積極的にできる環境を整備することが
大事だと考える。 
地方自治体の予算減で、学校に配当される予算で
理科備品を購入するのには限界がある。

文部科学
省、24164、
高速増殖
炉サイクル
技術の研
究開発、と
重複してい
る。文科省
施策では、
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3104

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27114
発電用新型
炉等技術開
発委託費

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

研究開発
段階 から、
成果の受
け手となる
電気事業
者、製造事
業者と連携
して実施。
研究開発
の推 進に
あたって
は、経済産
業省と文部
科学省を
含めた五
者による協
議会を設
置し、官民
一体となり
進めてい
る、と書い
てある。一
方、本施策
は、高速増
殖炉サイク
ルの研究
開発段階
から実証プ
ロセスへの
円滑な移
行に向けた 
協議を行う
ための五
者協議会
（文部科学
省、経済産
業省、電気
事業連合
会、日本電 
機工業会、
日本原子
力研究開
発機構で
構成）にお
いて合意さ
れた開発ロ
ードマップ 
等に沿っ
て、日本原
子力研究
開発機構
を委託事
業実施主
体として研
究開発を
遂行、とあ

安定した協力体制をしいて巨大プロジェクトを進める
ことは重要であるが、この施策は予算の二重取りを
目指したものと考えれる。重複が明白である。少なく
ともグリーンイノベーションから、この種の施策をは
ずすべきである。
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る。重複は
明白であ
る。

3105

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24109
地球環境変
動研究

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

人為的か
どうかの議
論は別にし
て，1万年
前以降地
球が温暖
化してきた
のは間違
いのないと
ころであ
る．二酸化
炭素濃度も
産業革命
時の
280ppmよ
り100ppmも
高くなって
おり，温暖
化が起こっ
ていると判
断される．
しかし，温
暖化が起こ
っていると
されるデー
タは提出さ
れている
が，それに
より環境が
どのように
変動するか
は，データ
に基づいた
議論は十
分になされ
ていない．
そこで，実
際のデータ
とモデル研
究の密接
な共同研
究がさらに
必要とされ
る．

地球史では，地球温暖化により生物が絶滅した例
はほとんどない．しかし，人類の社会活動が大きく
制約されたり，経済的な被害が出ることは明らかで
ある．しかし，そのマイナス面，プラス面などの検証
は，冷静になされいるとはいえない．たとえば，北極
海の氷が溶ければ，北回り航路が開通され，海洋
運送にプラスになる．しかし，本年に起こったように
ツンドラ地帯の温暖化は草原の火災を引き起こすこ
とも明らかとなった．このような環境変動を予測する
ためには，さらなる研究が必要である．

高度なライ
フサイエン
スの研究を
支えるため
には、ナシ
ョナルバイ
オリソース
プロジェク
トは必要不
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3106

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

可欠なので
推進すべき
である。カ
イコ・野蚕
は日本独
自に発展し
た研究材
料であり、
基礎科学
から応用科
学、とりわ
け昆虫の
モデルとし
て最先端
の成果を
上げてきた
うえに、カ
イコゲノム
研究とその
応用、伝統
的な絹織
物から新規
医療素材、
昆虫工場
や遺伝子
組み換えカ
イコによる
有用物質
生産、地域
社会の活
性化まで広
範に効果
が期待され
る。

大学の運営交付金減少と定員削減により、各研究
分野が疲弊して実験材料の維持さえ困難な状況が
生まれている。ナショナルバイオリソースプロジェクト
によって高度な研究が可能なバイオリソースを各研
究者に提供することは必要不可欠である。カイコ・野
蚕は誰でも・いつでも・どこでも利用可能なバイオリ
ソースであり容易に扱える。カイコゲノム情報が公開
され、昆虫の高度な研究が発展しつつあるため、こ
のまま推進を希望する。

3107

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国の
基礎科学
研究予算
の中心的
役割を果た
す科学研
究費補助
金の施策
は、優先判
定にて評
価されるべ
きである。

我が国の基礎科学研究は、世界的競争が激しくな
る中で、今後ますます発展させなければならない再
重要事項の一つであると考える。この実現のために
は、今なお大きく不足状態にある科学研究費のます
ますの予算拡充は必須であり、前年度からのマイナ
スといった後退は全く考えられない。

語学ボラン
ティアで
時々お手
伝いしてい
るもので
す。ここで
研究してい
る人たちは
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3108
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24136
世界トップ拠
点研究プロ
グラム(WPI)

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

本当に世
界をリード
するすばら
しい研究を
日々わくわ
くしながら
研究してい
る様子が
外の人間
にもよくわ
かります。
ここでの基
礎研究は
必ず未来
の役にたつ
ものです。
グローバル
な環境で世
界水準を
維持してい
る今の状
況をぜひ継
続させてく
ださい。

機構長の熱心な姿に心うたれます。地域の一般市
民にもオープンで研究成果をわかりやすく子供た
ち、青少年、シニアに教えてくれる姿勢に好感がもて
ます。ただの基礎研究だけでなく地域と密接にかか
わりあいながら世界のトップの成果を目指している
点はとても評価できます。

3109
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24170
BepiColombo
（水星探査プ
ロジェクト）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

謎に満ちた
水星の総
合観測を
日欧の国
際協力で
やること極
めて重要で
ある。ま
た、日本の
磁場・磁気
圏観測は
世界トップ
レベルにあ
り、特異な
水星磁場・
磁気圏観
測の解明
に大きく貢
献する事が
期待され
る。

水星の特異性の解明は、地球型惑星の起源と進化
の研究においてきわめて重要である。そのために
は、水星内部・表層・磁場・磁気圏の総合観測は必
須であり、それぞれの得意技術を補完できる国際協
力は効率的・効果的である。また、この日欧大型国
際協力は日本の存在感を世界的にもアピールする
もので、宇宙外交の面でも重要である。

高エネルギ
ー加速器
研究機構
のKEKB加
速器は、小
林先生、益
川先生のノ
ーベル賞
受賞を実
験と測定で
後押しした
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3110

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による
新しい物理
法則の探求

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

装置であ
り、日本の
若い研究
者が直接
触れること
のできる世
界レベルの
精密装置
でありま
す。衝突点
のビームを
マイクロサ
イズからナ
ノサイズへ
の絞り込み
衝突を実
現するの
は、非常に
チャレンジ
ングで匠の
精神を持つ
日本の研
究者気質
にあったプ
ロジェクトと
考えます。
この為、こ
のKEKBの
高度化は
物理学の
分野に於
いて更に世
界をリード
し続ける為
のベースを
日本に作る
ものと考え
ます。Bファ
クトリーの
高度化を
推進すべき
と考えま
す。

KEKB加速器は、米国SLAC研究所との非常に厳し
い競争に打ち勝ち、最後まで装置の改善を行い続
けました。SLACの研究者が研究所を離れていくの
に比べ、KEKではKEKB加速器を建設した研究者が
殆ど残っており、且つ厳しい運転・改善も経験してき
ました。高度化では、これら研究者が更に能力を発
揮することができ、この建設過程で更に若い研究者
に技術を残すことが可能となります。又、高度化を
実現し、日本の子供達に科学の分野に於いて目に
見える形で世界をリードする研究施設を示すことが
出来るのは、ヨーロッパの如く日本の科学の歴史を
作る上でも大切であると思います。

3111

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独

50
～
59
歳

文
部
科
学

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による
新しい物理

こ
の
ま
ま
推
進

ＫＥＫＢは
世界最高
の性能を
誇る加速
器でこれま
で数多くの
画期的な
成果を挙
げてきた。
その高度
化は世界
の素粒子
物理学者

標準モデルを超える物理はもうすぐ手の届くところに
来ている。高度化により、より精密な実験が可能に
なり新しい現象が見えてくることが考えられる。もし
そうなれば。これは物理学における大きな歴史的イ
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法・
公
設
試
等）

省 法則の探求 す
べ
き

の希求する
ところであ
り、是非と
もそれを早
急に実現
し、標準モ
デルを超え
る物理の
探索を行っ
てほしい。

ベントになる。

3112

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

花粉症の
ワクチン完
成を実現し
てほしい。

自分は毎年、花粉症に悩まされています。花粉症に
対する薬はいろいろ出てますが、毎回服用するのが
めんどくさいので、是非花粉症ワクチンを完成させて
ほしいです。また、アレルギー研究の際、別の発見
もあるかもしれないので是非研究を推進してほしい
と思います。

3113

公
益
法
人

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24181

イノベーショ
ンシステム
整備事業
（地域イノベ
ーションクラ
スタープログ
ラム）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

同事業は、
地域のポ
テンシャル
である地域
の大学，産
業，行政等
が一体とな
って、国際
優位性の
ある技術開
発を行い、
それを事業
化に結び
つける事業
を行ってい
る。また、
そこで取り
上げられて
いるテーマ
は、いずれ
も政府が科
学技術重
点分野とし
て推進して
いるものば
かりであ
り、本事業
において、
それら分野
の国際競
争力にも打
ち勝つだけ

技術開発事業は他にもあるが、地域ポテンシャルに
重きを置き、地域全体で地域が主体となり実施でき
る事業としては、本事業が一番成果を出せるのでは
ないかと思う。一極集中ではなく、本事業により各地
域にトップレベルの技術開発拠点が出来ること、そ
して拠点同士の連携が進むことにより、点が線とな
り、地域産業の活性化だけでなく、ひいては国力の
増強、国際競争力の向上に繋がる。 
また、本事業により新たな産業・企業がうまれること
で売上増→税収入増、雇用創出にも繋がっており、
費用対効果はある。
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のトップレ
ベルの技
術開発を
行っている
ため、地域
の活性化
に留まら
ず、国全体
の国力を
高める効
果をもたら
す事業であ
ると思う。

3114

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨励研
究員事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

少なくても
現状維持
のまま、で
きれば増
額の上推
進するべ
き。

大学における教員ポストが減少している現在、特別
奨励研究員事業の果たす役割は大きい。日本の将
来への投資でもある。

3115

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

地球温暖
化問題は
現在大きな
課題であ
り、猛暑や
気温上昇
による生態
系の変化
などがニュ
ースになっ
ており、こ
れらは地球
温暖化が
一因と考え
られていま
す。 
我々の次
世代へ、調
和の取れ
た地球環
境を残して
ゆくことが
我々の世
代の義務
であると思
います。 

地球温暖化抑制を図り、低炭素社会を構築するた
めには、画期的な技術革新が必要であると共にあら
ゆる分野、社会活動で省エネルギー化を図る取り組
みが必要である。公共並びに各企業での早期の取
り組みはもちろんであるが、国民一人一人の取り組
みを自然な形で進めるため高効率、高品質、且つ低
コストの次世代照明の早期復旧を図る事は、照明機
器の省エネルギー化、ひいては地球温暖化の抑制
につながる。

世界最高
レベルの基
礎研究を
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3116

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）（東京
大学 数物
連携宇宙研
究機構
（IPMU））

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

支援する施
策であり優
れた研究
成果も得ら
れている。
市民対象
のシンポジ
ウムなども
積極的に
開催されて
おりその活
動は高く評
価できる。
このような
基礎研究
分野におい
ては長期
の継続的
支援が必
須である。

現在の科学施策支援は、直接的な経済産業効果を
期待できるものに重点が偏りすぎている。世界最高
水準の基礎科学分野にも支援が必要でありそれが
なくて真の科学・技術立国はありえない。さらにこの
ような基礎研究分野に対しては長期の継続的支援
が必須であり、コロコロ変わるようならば最初からや
らないほうがまし。世界最高レベルの研究者による
市民対象のシンポジウムは日本人の科学知識のレ
ベル向上に貢献している。参加者には高校生もおり
科学教育としても有効である。

3117

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

創薬等支
援技術基
盤プラット
フォーム（4
拠点）及び
ターゲット
タンパク研
究プログラ
ム（33課
題）につい
て満額支
援すべきで
ある。特に
前者は一
定の成果
を持って２
４年度以降
も引き続き
その拠点
数をさらに
増やすべき
である。後
者は、人材
育成を中
心として、
その技術を
獲得したポ
スドクレベ
ルの研究
者が全国
拠点などに
おいて新た
なプロジェ
クトに対し、
継続して研
究推進でき

国民の健康は我が国の創薬に携わる人々が守るべ
きである。ターゲットタンパク研究プログラムの制御
分野による化合物ライブラリーの確立により、全国
の優れたシーズを持った研究プロジェクトが創薬へ
の手がかりを得たことは大変大きな意味を持ってい
る。しかし、構造解析に利用できる大型機器の活用
や、生産技術習得、スクリーニング手法取得、実施
について限られた研究者しか利用できない状況にあ
り、全国に存在する優れた研究の発展が見送られ
てきたことは事実であろう。これら全ては国民の財
産であることから、これまでの成果を真に発展活用
するためには表記プログラム、全国レベルでの創薬
等支援技術基盤プラットフォーム形成には特に支援
すべきである。 
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る体制を作
るべきであ
る。 

3118

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大型陽子
加速器によ
る基礎科
学を推進し
てほしい。

大型陽子加速器（Ｊ－Ｐａｒｃ）ではニュートリノ物理な
どの素粒子実験だけでなく、中性子やミュオンを用
いた物質生命科学なども大きく推進される。

3119

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

免疫系特
にアレルギ
ー性疾患
の治療･予
防方法の
研究を積
極的に推
進すべき。

私はスギ花粉症患者を30年以上やっています。近
年では幼稚園に行く前の子供から罹患しており、そ
の治療費や業務上の損失は日本国中で莫大なもの
になっているはずです。文明の発達や栄養状態の
大幅な改善、生活環境の変化など各種の要因がか
かわって花粉症をはじめとするアレルギー疾患が蔓
延するようになったと思われますが、これら疾患の
原因究明と治療法の開発が実現できれば、多くの
国民の福音となりますし、その免疫系メカニズム解
明の成果は悪性腫瘍の免疫治療や新型ウィルスへ
の対策にも応用できるものが多くあると考えますし、
欧米先進国にたいする科学および経済的優位性の
確立にも役立つはずです。

3120

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

免疫系特
にアレルギ
ー性疾患
の治療･予
防方法の
研究を積
極的に推
進すべき。

私はスギ花粉症患者を30年以上やっています。近
年では幼稚園に行く前の子供から罹患しており、そ
の治療費や業務上の損失は日本国中で莫大なもの
になっているはずです。文明の発達や栄養状態の
大幅な改善、生活環境の変化など各種の要因がか
かわって花粉症をはじめとするアレルギー疾患が蔓
延するようになったと思われますが、これら疾患の
原因究明と治療法の開発が実現できれば、多くの
国民の福音となりますし、その免疫系メカニズム解
明の成果は悪性腫瘍の免疫治療や新型ウィルスへ
の対策にも応用できるものが多くあると考えますし、
欧米先進国にたいする科学および経済的優位性の
確立にも役立つはずです。

グローバル
COEプログ
ラムについ
ては、昨年
度の事業
仕分けに
基づき、全
ての事業
について直
接経費の
30％に当
たる間接経
費がカット
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3121

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

された。当
初より5年
間の計画
で実行され
ているプロ
グラムが、
個別の評
価もなく一
律に30％も
の経費がカ
ットされるこ
とは、当初
の事業目
的の十全
な達成を困
難にするこ
とである。
当初目的
を達成でき
るよう、当
初規模の
予算を確
保すること
が必要で
ある。した
がって、単
に事業の
継続だけで
なく、間接
経費の復
活が必要と
考える。

GCOEプログラムはその前身である21世紀COEプロ
グラムとともに、研究の競争的資金支給の形態で、
優れた成果を上げてきた。高等教育の分野では、教
員の研究成果水準を計測することが可能であるにも
かかわらず、一律の研究費配分の習慣が根強く残
っており、我が国の研究水準を飛躍的に向上させる
ことの妨げとなっている。競争的資金配分に重点を
置くべきである。その中でも、グローバルCOEプログ
ラムは、研究拠点形成を目的とするという点でユニ
ークであり、これまで、すぐれた成果を上げてきた。

3122
そ
の
他

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研究員
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

日本が科
学技術の
分野で世
界をリード
するには、
優秀な若
手研究者
を経済的な
不安をなく
して、研究
に専念でき
る環境が
必要であ
る。 
都市部で
は自宅外
通学の特
別研究員
にとっては
十分な支
給額ではな
いので、更
なる増額と
社会保険

給付型の支援であるが、その額は必ずしも十分でな
く、その中から社会保険税や国民年金などの税金、
授業料等を支払うと、親元から通学していない特別
研究員にとっては、海外を含めた学会への参加や
専門書の購入なども場合によっては断念せざるを得
ない状況である。 
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税などの免
除や減免
等の措置
を検討して
いただきた
い。

3123

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学技術
の発展、特
に独創的
な研究を育
てるために
は、若手研
究者に自
立して研究
できる環境
を整備する
ことが必要
であり、さら
に、安定的
な職への
道筋を示す
ことが重要
である。し
たがって、
テニュアト
ラック制を
実施する大
学への支
援を推進す
べきであ
る。

1990年代からの政策により、博士号取得者の数は
増加しているが、国立大学への運営費交付金が
年々減少していることなどにより、若手研究者が就く
ことのできる職の数が減ってきている。これは若手
研究者の研究の質を下げるだけでなく、より若い世
代の研究職への意欲を低下させ、科学技術の衰退
につながることが危惧される。

3124

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究
費補助金
は、若手の
研究者にと
っても、現
場の裁量
で柔軟に
使える研究
費で、研究
の推進の
ために欠く
ことのでき
ない研究
資金あるの
で、このま
ま推進をし
てください。

特に、海外の研究者を招へいしたり、また、国際会
議への参加や海外の研究者との共同研究を行った
りと、国際研究協力をする上で、とても有益であるた
め。

3125

大
学・
公
的
研
究
機
関

40
～
49

農
林
水

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実

こ
の
ま
ま
推

 当該事業
は、とても
有益な事
業であるた
め、このま
ま継続して

 種々の要因（高齢化、不況、気候変動等）で課題
が山積している生産現場において、早期に使える技
術が実用化されることは課題解決に非常に有効で
あり、現場からも強く求められています。 
 一方、当県のみならず地方公設試験場では、研究
予算と人員（雇用賃金含む）の削減により、現場の
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（独
法・
公
設
試
等）

歳産
省

用技術開発
事業

進
す
べ
き

推進してい
ただきた
い。 
 

要望に対応できなくなってきている現状があります。
 そうした中で、当該事業は、生産現場で本当に使
える技術を早期に開発することが可能であり、有益
な事業であるため、このまま継続して推進していた
だきたい。

3126

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

宇宙開発
に対する国
策の大きさ
で、米国・
ロシアのみ
ならず、中
国・インドな
どに大きく
遅れを取っ
ている。し
かし「HTV」
「はやぶさ」
などで実証
されたよう
に、個々の
技術につ
いては世
界を圧倒で
きるレベル
のものも多
い。それら
の高度技
術の開発
をここで一
気に加速
することが
不可欠で
ある。 

既に中国とインドには抜かれている現状において、
今後の宇宙開発の場で優位な立場を得るには、技
術レベルを一気に加速して世界をリードし圧倒する
必要があるから。また、それらの高度技術の開発を
ここで一気に加速しないと、国を挙げて宇宙開発に
取り組んでいる国に技術的にも追いていかれ、宇宙
開発のみならず安全保障面でも遅れをとってしまう
から。

3127

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研究員
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

特別研究
員事業は、
博士課程
学生や博
士号取得
後で常勤
についてい
ない若手
研究者を
支援する上
で、世界的
に見ても良
い事業だと
思いますの
で、このま
ま推進して
ください。

博士課程の学生やポストドクターのように若くて研究
に専念できる研究者を経済的に支援することは、今
後の日本の学問をリードしていく人材の育成に不可
欠と考えるから。

日本列島
の周辺に
は４つのプ
レートが接
合し，その
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3128

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

相互作用
により地
震，津波，
火山などの
災害が頻
繁に生じて
いる．しか
し，最近で
は地球内
部のマント
ル活動が
プレートの
沈み込み
に影響を与
えることが
知られるよ
うになっ
た．また，
大陸分裂
のようなプ
ロセスもマ
ントル内部
の活動に
影響されて
いると考え
られるにな
った．しか
し，このよう
な理論は
最近の成
果であり，
それを実証
づけるデー
タは未だ不
足してい
る．そのた
めには，研
究を継続す
べきであ
る．

日本列島における災害の多くは，地震，津波，火
山，水害である．このうち，前者２つは日本列島の地
質学的な条件に起因している．その中でも地震は，
多くの被害をもたらし大きな社会的，人的な損害を
与える．本施策はこの災害に対してその原因と予兆
現象を捉え，防災対策に役立てるための重要な研
究である．この研究が災害予知を明瞭な形で示せる
かどうかは疑問であるが，被害軽減には必ず大きな
貢献をすることは間違いない．

3129

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備 推

進
す
べ
き
で
は
な

大学等が
持続的な
成長・発展
を遂げてい
くために
は、イノベ
ーションに
より新たな
価値を生
み出すこと
が必要不
可欠であ
り、教育
力・研究力
を強化する
こと。また、

豊かな人材養成や独創的・先端的な学術研究を推
進するために安全性(耐震等)・機能性に問題のある
既存建物の改善、高度化・多様化する教育研究活
動に必要な新たなスペースの確保。また、地域医療
の最後の砦となる大学附属病院の再生を行い、高
度先端医療等の提供を行うことは、国民にとって有
益なことである。
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設
試
等）

い 大学附属
病院におい
ては質の
高い医療を
提供するた
めにも、本
事業は極
めて重要で
ある。

3130

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24157

首都直下地
震防災・減
災特別プロ
ジェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

首都圏に
政治・経済
活動の集
中が進む
一方で，首
都圏におけ
る地震災
害のリスク
が他地域
より低いわ
けではな
い．一度大
地震が発
生しただけ
で，首都圏
のみなら
ず，日本中
に深刻な
影響が出
ることは明
白である．
そのリスク
マネージメ
ントの基礎
資料となる
データの取
得とモデル
構築は急
務であり，
このプロジ
ェクトの推
進が必要
である. 

首都圏下で発生する地震動のモデル化を行うため
の基礎的なデータの取得は順調に進んでいるもの
の，地下の複雑な構造を明らかにするためにはまだ
多くの測線データが必要である．またそのような複
雑な地下構造をモデルに取り込むことによって，地
震に関する予測の精度が向上すると期待される．

3131

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセ
ットにした新
たな海外展
開戦略-

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国の
技術力の
高さを世界
に示した
「ＨＴＶ」の
技術を発
展させ、将
来の有人
宇宙船に
つなげてい
く。いまの、
日本の若
者に夢を与
え、元気に

日本国が元気になるためには、夢のある目標が必
要。特に若い技術者を育成していくことが、技術立
国としての日本のプレゼンスを高めることにつなが
ると思う。
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等） する施策と
言える。

3132

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24153
科学コミュニ
ケーション連
携推進事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

本事業の
必要性を
十分認め
ます。しか
し，この分
野は単独
で実施する
ものではな
く，アウトリ
ーチを実施
する他の分
野との連携
が必要で
あり，より
多くの予算
の確保を
望みます。

東京海洋大学リテラシー推進部門にぜひ支援をお
願いします。アウトリーチとして単にシンポジウムを
実施したからそれでよしというものではありません。
本来目指すべきサイエンスコミュニケーションの姿
が必要です。本事業において，サイエンスコミュニケ
ーションの専門職を各部署に配置できるよう支援を
お願いします。

3133

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24161
ITER計画
（建設段階）
等の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

エネルギ
ー・環境問
題は国の
最も基盤と
なる重要課
題であり、
核融合エネ
ルギー開
発は、その
究極的な
解決策とし
て期待でき
る。このま
ま是非推
進し、日本
が主導的
に開発す
べきであ
る。

核融合研究は、エネルギー開発、環境問題解決が
期待できる大きな可能性を持つものである。困難を
伴うが、世界が真に協力して効率的に開発を進めて
おり、開発が成功すれば、資源のほとんど無い日本
が、資源国ともなりうるものであることから、日本が
主導的に開発すべきである。

3134

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアテイブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

基本的な
生命の解
明を研究
分野に持
つこの施策
は推進す
べきだと思
います。

基本的な生命の解明には、すぐに結論の出るような
研究は無く、根気強く、継続的な研究が不可欠だと
思います。こと、目新しくないと研究費がとれないよ
うな今、貴重な施策と言えます。

大
学・
公
的 こ

RIBF計画
に関して、
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3135

研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

の
ま
ま
推
進
す
べ
き

計画を継
続して推進
できるよう
に予算など
の面でサ
ポートをお
願いした
い。

理研RIBFは世界最高性能を持つ加速器、破砕核分
離器を有する。明日の技術向上のための今日の科
学の発展、そして科学を通しての国際協調のため。

3136

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24170
BepiClombo
（水星探査プ
ロジェクト）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

謎に満ちた
水星の特
異性と普遍
性を解明す
ることは極
めて重要で
あり、日欧
国際協力
プロジェク
トとして推
進する事は
重要であ
る。また、
日本の磁
場・磁気圏
観測は世
界のトップ
レベルにあ
り、更なる
発展を目
指すことの
意義は大
きい。

水星の特異性と普遍性の解明は地球型惑星の起
源の進化の観点から重要であり、そのためには、水
星内部・表層・磁場・磁気圏の総合観測は必須であ
る。そのため、それぞれの得意分野を相補的に国際
協力で行うことは費用対効果の面でも大きな意義が
ある。また、この大型の日欧国際協力は日本の存在
感を世界的にアピールし、宇宙外交の面でも重要で
ある。

3137

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

経
済
産
業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

近未来の
半導体技
術を担う低
消費電力
の基本デ
バイスの研
究におい
て、実現の
可能性の
高いシリコ
ンのナノワ
イヤトラン
ジスタなど
の研究・開
発への注
力を充分に
行っていく
べきと思い
ます。フロ
ンテイアか
ら一度ずり
落ちたら、
再度回復

近未来に実用化すべき基本トランジスタの確保は、
日本が半導体技術のイニシャチブを回復・保持して
いく上での最重要なポイントの一つです。激しい競
争に向かって、アジア諸国、ヨーロッパ、アメリカが
注力を進める中で、日本も何とかレベルを保持すべ
きと思います。
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することは
困難と思い
ます。

3138

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

J-PARCは
世界に類
のない最
高性能の
実験研究
施設であ
り、世界的
にも注目を
されていま
す。この事
業の推進
を推進して
いけば、今
後の基礎
科学研究
を日本がリ
ードしてい
くことが確
実です。ぜ
ひ、推進を
してくださ
い。

他の国にはないものを我が国が持ち、さらに、世界
最高水準を維持することは、新たな技術革新をう
み、教育文化レベルの向上にもつながります。ま
た、海外からも研究者が来て、国際協力にも寄与す
るから。

3139

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

公の最新
研究設備
を民間事
業者が利
用できるよ
うにするこ
とには、価
値が有り、
予算などの
点から文部
科学省に
サポートを
お願いした
い。

これからは、大学や研究機関などの施設を、民間企
業が利用できるように整備を進め、科学と技術が並
行して発展して行けるような環境づくりを目指すべき
である。

3140

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

最先端の
研究を世
界に先駆
けて行うた
めのバック
アップとし
て、この施
策はさらに
発展させた
形で推進
すべきで
す。

資源の乏しい日本において科学技術の発展は必須
であり、おろそかにできない分野であります。これな
くして日本の将来はないといっても過言ではないと
考えます。

大
学・
公
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3141

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、オミツク
ス基盤研究）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ぜひとも成
果を出して
ほしい。頑
張ってほし
いです。

「遺伝子解析」は今後、様々な分野で重要視され、
必要とされる分野であると思っています。シーケンス
拠点として、もっと充実し、皆さんに活用してもらえる
ようになるべきだと思います。

3142

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24152

スーパーサ
イエンスハイ
スクール事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

本事業は、
日本が科
学技術立
国としての
成長を続け
る上で必須
となる国際
的に活躍
出来る理
数系人材
の養成を
目的として
おり、大変
重要である
と思う。 
ここ数年の
文部科学
省の理数
系人財強
化への地
道な戦略・
取組の中
でも本事業
は、指定校
生徒の活
躍等も顕著
であり、高
校生を持た
ない一般
国民の間
でも本事業
の認知度
は高まって
おり、期待
が大きい。
スーパーサ
イエンスハ
イスクール
は、それだ
けでブラン
ド化してい
るともいえ
る。本事業
がブランド
化すること

継続的な取り組みによる事業効果はアンケート回答
結果の数値にも表れていると思う。人財強化は、継
続的であることが重要である。
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により、そ
こに携わる
指導者や
関係者、そ
して何より
も国からの
支援により
充実した実
践的・体験
的授業を
享受できる
生徒自身
のモチベー
ションと将
来への自
信等、お金
に代えられ
ない効果
は計り知れ
ないと感じ
る。

3143
そ
の
他

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロ
ジェクト）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

近年科学
技術は、技
術の方に
重きを置か
れているよ
うに感じま
す。身近に
役立つ技
術、宇宙科
学では、生
活をより便
利にする通
信衛星、気
象衛星
等々、それ
はとても大
事ですが、
もっと基本
的な人間
の好奇心
から発する
科学は、人
間の心を
豊かにし、
夢を与えて
くれます。
それが技
術の発展
にも貢献す
る。日本発
の水星探
査機は、き
っと日本人
としての誇
りを国民に

私は独法の職員でも研究者でもありませんが、プロ
ジェクトの初期から近くで見る立場にあったため、こ
のプロジェクトにかかわる皆様がどんなに苦労をし
てここまでやってきたかを知っています。これが私が
応援する一番の理由です。一国民としてみますと、
水星に行くなんてすごい計画でしょう。子供たちが宇
宙のはるか遠くの星に目を向けるとき、日本はおろ
か、自分の住む星、地球の大切さに気づいてくれる
のではないかと期待します。地球人どおしで争うこと
はおろかなことだと。
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思いださせ
てくれると
確信しま
す。 

3144
そ
の
他

40
～
49
歳

厚
生
労
働
省

25106

生活習慣
病・難治性
疾患克服総
合研究（４）
難治性疾患
克服研究

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

難治性疾
患克服研
究につい
て、来年度
以降も現行
通りの研究
を続けてい
ただきたく
思います。
現在、私は
中枢性尿
崩症を患っ
ておりま
す。特に関
係のある間
脳下垂体
機能障害
に関する調
査研究で
は、希少疾
患ゆえに困
難もおあり
だと存じま
すが、それ
でも少しず
つでも我々
の疾患の
発症原因
や、現状の
把握、また
新治療法
の研究が
なされてい
ることを希
望としてお
ります。万
が一現行
の研究が
マイナス方
向へ改善さ
れることが
あれば疾
患を持つ
我々にとっ
ても希望の
光をなくす
ことになり
ます。どう
か現行通り
の研究の
推進を願い
ます。

難病といわれ、現在の医学では完治の見込みがな
い疾患と一生付き合わなければならないという重圧
は想像以上のものです。希少疾患故、孤独感にさい
なまれることも多々あります。そんな患者の希望の
光の１つは国をあげて自分たちの疾患が日夜研究
されているということです。 
我々は「完治できない」ということにとらわれたくあり
ません。いつかきっと医学が進歩すれば、研究が進
めば完治する日が来るといつも希望を持っていま
す。難病の子どもたちの将来を考えるとき、「この子
たちが大きくなるころにはきっと・・・」と親ごころに思
わずにはいられません。 
中枢性尿崩症である私は間脳下垂体機能障害に関
する調査研究事業について大きな希望を持っている
ので、来年度以降もこれまで以上のご研究を大いに
期待しております。
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3145
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

天蚕飼育
農家です。
飼育につ
いて常日
頃から、信
州大学繊
維学部や
専門機関
からの専門
的アドバイ
スをいただ
きながら、
天蚕業を
継続してい
ます。日本
固有の天
蚕を途絶え
ることなく
進めていく
ために、事
業をこのま
ま継続して
頂きたい
と、切に希
望いたしま
す。

天蚕は年1回の発生であり、環境変化、病害虫に対
して非常に淘汰する率の高いヤママユガです。 
病害虫の予防対策や対応、飼育の改善方法などの
研究の恩恵を受け、飼育に取り組んでいます。研究
機関がなくなることは飼育も継続出来なくなる可能
性もあります。 
研究者がその環境を失うことは、私どもにも大変な
痛手になります。 
日本固有の天蚕を守り続けて行かれるよう、切に希
望いたします。

3146

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

世界最先
端の科学
技術を支え
るこの施策
は今後も必
須であり、
このまま推
進すべきで
す。

日本は世界でもトップクラスの科学技術を持ってい
ますが、近年の中国の急成長にその地位が脅かさ
れつつあります。資源の乏しい日本において科学技
術は生命線であり、国家を挙げてその支援をしなけ
れば、世界と競争することはできないと考えられま
す。

3147

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

○ターゲッ
トタンパク
研究プログ
ラム 
ライフイノ
ベーション・
グリーンイ
ノベーショ
ンを積極的
に進め、ラ
イフサイエ
ンス研究に
おいて諸外
国をリード
し続けるた
めに、積極

○ターゲットタンパク研究プログラム 
生命科学の基礎となるタンパク質の構造・機能研究
を飛躍的に進めるとともに、基盤技術の確立、人材
育成の面からも重要なプロジェクトであると考えま
す。
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的に推進
すべきであ
る。

3148

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

基盤研究
(C)・若手研
究(B)の採
択率を他
の倍程度
にすべきで
ある。

大学からの研究費の減少により、研究活動が滞ると
ころが多い。必ずしも秀でた研究だけが行われると
は限らないから、この傾向自身は悪い側面ばかりと
は言えない。しかしながら、人件費に比べはるかに
低い研究費がネックになるのは日本にとって大きな
損失である。基盤研究(C)と若手研究(B)は、特に費
用対効果が高くこの問題を大きく改善するためであ
る。

3149
そ
の
他

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

研究開発
目標どおり
推進してく
ださい。期
待していま
す。

明かりはは生活に必要なものです。現在の明かりよ
り効率のいいものが技術開発され各家庭に普及す
れば、各家庭の省エネルギーだけでなく日本のエネ
ルギー削減、ＣＯ２削減につながると思います。推進
よろしくお願いします。

3150

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24160
海洋・極限
環境生物研
究

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

深海，地
殻，熱水噴
出口などの
極限環境
には，多く
の微生物
が生息して
いることが
明らかとな
ったのは最
近のことで
ある．生息
場所に関
する情報は
増えてきた
ものの，そ
のバイオマ
スとしての
存在量，メ
タン生成な
どを通して
物質循環
における寄
与など，生
態学的に
はほとんど
理解できて
いない．こ
の極限生
命は，生命

海洋微生物の研究は，医学的な微生物研究のよう
に我々の社会活動に結びついているのが理解され
にくい．しかし，メタン細菌はあらゆるところでメタン
の生成し，東京都心の地下でもメタンガスを発生さ
せている．それにより，都心で爆発事故が起きたの
は記憶に新しいところである．また，未来のエネルギ
ーとされているガスハイドレートの生成もこのメタン
菌が関与している．このように，海洋微生物の研究
は，実は社会生活と密接に結びついており，重要な
施策となる．
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の発生の
問題やハイ
ドレートの
形成にも関
連してお
り，地球生
命の解明
にもその研
究が必要
である．

3151

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

総
務
省
20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創生型研究
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ＢＭＩ技術
の開発は、
障害者や
高齢者の
社会生活
支援におい
て、生活範
囲の拡大
や質の向
上など、大
きな変革と
前進が期
待できる事
業であると
考える。一
層の推進
が望まれ
る。

在宅生活の推進は、医療や福祉における大きな施
策の核と考える。ＢＭＩは、その在宅生活を、より一
層社会生活へ結びつける手立てになると考える。
日々、臨床にて患者さんと接する機会が多い中、そ
のような需要の高さは実感されるため、さらなる発
展を望みます。

3152

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

生命科学
の研究を
支えるこの
施策は、世
界トップレ
ベルの研
究を支える
ために必
須のもので
あり、この
まま推進す
べきです。

タンパク質、細胞の解析は生命化学の領域でも最も
大切な研究であり、この分野で世界と競争していくた
めには国家を挙げての支援が必要であると考えま
す。研究結果は近い将来に医療や薬といった形で
社会に還元される種類のものであり、十分に施策を
続ける意義があります。

3153

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本が主
導権をもっ
て幅広い
分野のデ
ータベース
を構築する
ことは非常
に重要であ
る。

ライフサイエンスの基礎となるデータベースの構築
は、我が国のみならず人類の貴重な知的財産であ
る。統合データベースを整備するによりライフサイエ
ンス研究を大きく進展させることが期待される。重要
な知的財産の集積であるデータベースを我が国で
持つことは、世界における我が国の地位を確固たる
ものにするためには不可欠である。

69



3154

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

滞りなく推
進されるこ
とを期待し
ます。

ニュートリノを初めとする基礎科学のみならず、物質
科学、医療と幅広い研究、応用が期待される事が理
由である。

3155
そ
の
他

50
～
59
歳

総
務
省
20102

超高速エッ
ジノード技術
の研究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

光通信産
業は、これ
からの日本
の成長産
業として重
要です。こ
のための
革新的技
術を確立す
るよう研究
開発を強
力に推進
すべきであ
り、なお一
層国として
力を入れる
分野だと考
えます。

 
光通信産業はこれからの21世紀の世界で最も成長
が見込める最も重要なグリーンIT産業だからです。

3156

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

運転経費・
基幹実験
設備のさら
なる増額を
し、唯一の
次世代RIビ
ーム施設し
か生み出
せない研
究成果を
大幅に増
やす事を望
む。

唯一完成している次世代RIビーム施設は、国内の
みならず国外の研究者の興味を強烈に引きつけ、
多くの実験計画が提案されている。運転経費の問題
から、遂行できる実験課題は限られており、このまま
では研究者の興味を引き続けるのは困難となる事
態も想定される。多大なる金額をかけ建設した施設
は、十分な運転経費をかけることで、最大限の科学
的成果を人類に還元する必要がある。

3157
そ
の
他

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24124
植物科学研
究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す

資源に乏し
い日本はこ
れから世界
の中でどう
生き残って
いくのか。 
資源がな
いのなら科
学技術など
のレベルで

今や子供の学力も世界の中で落ちている。これから
大人になり、日本を作っていく彼らに技術の発展を
引き継がせたい。 
有能な子供達が日本を捨てて海外に出てまうのだ
けは避けたい。 
そのために今私達大人がその道すじを作っておか
なければ、未来の日本は世界から置き去りにされる
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べ
き
生き残る道
しかないの
ではない
か。 

だろう。

3158

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

生命を理
解していく
上で重要な
プロジェク
トである。
基礎研究
にもさらに
力を入れて
いくべきで
あると考え
る。

細胞・組織などのシステムの統合的理解を進めるた
めに、生命科学と数理計算科学の融合した拠点形
成を目指している。応用面だけでなく、基礎研究にも
さらに力を入れていくことにより、世界をリードし、他
の追従を許さないようにすることが可能となる。

3159

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

さらに大き
く拡充され
る必要があ
る。

大学における科学研究の基盤的経費であり，あらゆ
る意味において我が国の国際競争力を支える最も
重要な経費である。この経費を削減すると、わが国
の基礎科学力が直ちに低下し、それを基盤としてい
る技術力までも衰亡しかねない。このような基礎的
体力は、一度失ってしまうと、取り戻すのは用意で
はない。 

3160

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による
新しい物理
法則の探求

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

予算の一
部が認めら
れ、加速器
の改造に
今年度から
着手するこ
とになって
いるが、高
度化に必
要な予算
の全額を
早期に承
認して、工
事の遅滞
ない進行を
期すべきで
ある。

電子・陽電子衝突型加速器を用いた素粒子実験の
特質として、CP非保存研究のみならず、豊富な研究
テーマをもたらす実験である。海外からも多くの研究
者がメンバーとして参入しており、日本が確実に遂
行できる基礎科学分野の重要な貢献を実現するプ
ロジェクトとして強く推進すべきである。

そ 60
文
部 BepiColombo

こ
の
ま
ま

謎に満ちた
水星探査
を日欧の
国際協力
で推進して
いる事は素
晴らしい。 「はやぶさ」の例にあるように、子供達の大きな関心
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3161

の
他
歳
～
科
学
省

24170

（水星探査プ
ロジェクト）

推
進
す
べ
き

是非ともき
ちんと推進
し、ワクワ
クするよう
な成果が
出てくるこ
とを期待す
る。

を集め、理科離れ対策に大きな効果が期待できる。
日欧の国際協力で日本の技術レベルや存在感を世
界にアピールできる。

3162
そ
の
他

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による
新しい物理
法則の探求

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

小林・増川
両氏のノー
ベル賞受
賞は、なが
らくその理
論の証明
が待たれて
いた。それ
を日本の
研究施設
が実証した
というの
は、大いに
誇るべき事
である。そ
してルミノ
シティ世界
最高などを
達成してき
た日本人
の技術、粘
り強い取り
組みは、そ
のまま人的
資源となっ
て、これか
らの先端科
学をリード
していくこと
だろう。そ
の中心的
事業として
のＢファクト
リー高度化
は是非とも
推進すべき
である。 

実験物理学の興味対象が、ビッグバン直後の高エ
ネルギー、希少イベントを求めるようになり、その実
験設備は、高度化、大規模化しつつある。それはち
ょっとしたアイデアから実現できるものではなく、中
長期的な展望を元に、たゆみない研鑽とそして投資
も必要になってくる。日本が世界との競争に伍する
力のある今、それを経済的理由で失うのはあまりに
もったいない。これが研究の継続を強く求める理由
である。 

3163

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24150
理科支援員
配置事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推

明記する外
部人材の
例として、
大学(院)生
を外して企
業等の研
究者とする
方が良い。

大学生が休みの時なら、お互いにメリットも多いでし
ょうが、小学校の授業期間は大学(院)生も授業期間
であり主要な理科支援員として期待してはいけない
と考えます。 
社会的活動を行いたい企業は多いと想定されるの
で、企業等の研究者にも期待し、積極的に企業へ広
報活動する方が良いと考えます。
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設
試
等）

進
す
べ
き

3164

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネット
ワーク

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

このまま推
進してほし
い．

有機発光ダイオード，トランジスタ，太陽電池などの
新規デバイスの基礎研究，応用研究の実験を行う
ための装置が整備されており，それらを使用するこ
とにより研究を行うことが可能となっており，これら
の装置が使用できなくなると，研究が成り立たない．
また，研究の発展のためには，さらに新しい装置と
保守のための人員が必要である．

3165

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24001

大学発グリ
ーン・イノベ
ーション創出
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大学キャン
パスには
特殊な大
型設備もあ
るが，事務
所や飲食
店，宿泊施
設等もある
ので，そう
いった社会
一般に存
在する施設
（需要）を
対象とした
方が良い。
その上で，
20年後，30
年後を想
定して「こう
あるべき」
という理想
的な姿を示
すことは重
要と考えら
れる。 
 
また，イン
フラ企業
（水道，ガ
ス，電力，
通信等）や
メーカ等が
積極的に
参加するこ
とも重要。

大学という特殊な環境で実現できても，キャンパス
外で実現出来るとは限らないため。 
 
実社会におけるイノベーションへ繋げるためには，イ
ンフラ企業におけるビジネスモデル構築が重要であ
るため。

バイオ燃料
の生産と利
用は、これ
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3166
そ
の
他

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27116

セルロース
系エタノール
革新的生産
システム開
発事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

からますま
す発展す
べき重要な
事業であ
る。低コス
トで安定的
生産が可
能なシステ
ムが開発さ
れれば、石
油依存性
エネルギー
から脱却
し、新しい
エネルギー
を確保でき
る。植物資
源から作る
バイオ燃料
は、期待さ
れるエネル
ギーであ
り、この事
業を進める
ことは必要
であると思
う。

植物資源から作るバイオ燃料は、二酸化炭素の排
出も少なく、地球温暖化防止にもなる。また、食物と
競合しない植物を利用することは、活用されていな
い土地も生かせることになる。さらに、その土地で働
く人材も必要になるので、雇用も促進され、経済も発
展するように思う。エネルギーの確保だけでない利
点、効用が、このセルロース系エタノール生産事業
にあると思う。ぜひ、研究開発し、人類のために役
立ててほしいと思う。 

3167
そ
の
他

50
～
59
歳

総
務
省
20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

光通信産
業に力を注
ぐことこそ
将来的な
雇用対策
になること
です。この
ため研究
開発を強
力に推進
すべきであ
り、国とし
て力を入れ
る分野だと
考えます。

日本の光ファイバーサービスは、世界のトップクラス
です。その水準を維持、向上させて、国際競争力を
保つことが、日本が生き残るために大変重要なこと
です。

素粒子物
理学の分
野では、日
本の高エネ
ルギー実
験は世界
の最先端
の成果を
上げてお
り、高エネ
ルギー加
速器研究
機構（KEK)
は、ヨーロ
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3168

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による
新しい物理
法則の探求

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ッパの
CERN、米
国の
Fermlabと
ともに、世
界３大研究
拠点のひと
つとして、
分野をリー
ドすること
が期待され
ています。
Bファクトリ
ー高度化
計画は、現
行のＢファ
クトリーの
性能を４０
倍向上させ
ることによ
り、CERNで
進行中の
LHC実験と
相補的な
方法で新し
い自然法
則の解明
を目指すも
ので、その
学術的な
意義は非
常に大きい
と言えま
す。強力に
推進すべき
です。 

基礎科学の成果は真に人類共通の知識を増大させ
るもので、国境はありません。したがってＢファクトリ
ー高度化のような計画は自然と世界の優秀な研究
者を引きつけ、世界に開かれた国際研究拠点を作
ることができます。この研究拠点は同時に、次世代
研究者の育成拠点となります。さらに、大型加速器
実験は最先端技術開発のるつぼであり、そこから
様々な技術の発信が期待できます。このような拠点
形成は十分な実績に基づいてはじめて達成できま
す。Ｂファクトリー高度化計画はこのような研究拠点
を我が国に構築する絶好の機会ですので、時期を
失うことなく推進すべきです。 

3169

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

生物資源
保存とその
活用を精
力的に行
なうことを
期待する。

多様な生物資源の確保とその運用は、生物自然科
学の研究推進に大きく貢献しうるため。

本事業は、
大学や国
立研究所
に設置され
ている設備
を民間事
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3170

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

業者に開
放し活用す
る為のもの
であり、非
常に有意
義な事業で
ある。この
事業によ
り、大学、
国立研究
所と企業の
双方の研
究開発が
活性化され
る事が期
待され、是
非、今後と
もこの事業
の継続が
望まれる。

大学や国立研究所には、私企業では設立できない
大型研究施設が多数存在する。この施設の利用は
従来、学術利用に限られていたが、本事業により企
業による産業利用に拡大され、今後の技術発展が
期待される。また、大学や国立研究所と企業との間
の研究交流、技術交流が発展し、研究の新たな展
開が期待される。

3171

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24015
観測・予測
研究領域

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

火山噴火
は，地震な
どに比べ，
事前に観
測データを
モニターし
ていれば，
災害の起こ
る場所，時
期が予測し
やすい現
象である．
火山災害
を事前に予
測でききれ
ば，被害拡
大を防ぎ，
その後の
国民の日
常生活へ
の打撃によ
る経済損
失を縮小し
てくれる．こ
のような研
究は我々
の生活に
かける保険
と同様の性
質を持って
いる．ぜひ
推進して欲
しい． 

近年の国家予算の支出削減の影響を受け，日本全
国の火山に配置されていた観測点の統廃合が進
み，火山活動のモニタリングに必要なデータの収集
に支障が生じかねない状況にある．また，そのよう
なモニタリングを行う人材の養成・確保が十分できて
いない．どんな研究も十分なデータと人材がなけれ
ば発展しない．ぜひ今後必要な措置をして欲しい．

大
学・
公

改
善・
見

76



3172

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24161
ITER計画(建
設段階)等の
推進

直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

幅広いアプ
ローチ活動
は減額し、
ITER計画
に集中した
方が良い。

持続可能なエネルギー開発は重要で推進すべきだ
が、予算規模が大きく実用が何１０年先になるかも
わからない状況にあるなか、ITER計画より幅広いア
プローチ活動の予算が多いのは問題である。 
まずITER計画に集中し実現可能性やその時期にめ
どをつけるべきである。 
めどがつくまで、他の持続可能なエネルギー開発に
予算を振り分けるべきである。

3173

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

細胞はヒト
など高等真
核生物の
生命単位
であり、こ
れを最先
端計測、高
性能計算、
シミュレー
ションなど
の手法によ
り、どの動
態を解明し
ていく研究
は斬新で
あり、国家
単位で是
非推進発
展させてい
くプロジェク
トである。 

細胞機能を理論的に解明することができれば、細胞
動態を自由に操り、病態の解明・治癒に直接結びつ
けることができ、現政権がかかげているライフイノベ
ーションと直結する。

大
学・
公
的
研

こ
の

科学技術
の進展に
は継続的
で、安定し
た資金の
供給が必
要不可欠
であり、目
先の利益
のみで判
断すると、
人材育成
の観点から
遅れを取り
取り戻すの
に長期間
かかると考
えられる。 
とりわけ、
タンパク質
研究の総
括とも言え
るターゲッ

ターゲットタンパクプロジェクトに代表されるように、
重要事項に的を絞った研究は、疾病の克服ならび
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3174

究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

ま
ま
推
進
す
べ
き

トタンパク
質の果た
す意義は
大きい。世
界中で解
明が争わ
れる重要な
タンパク質
に限定した
研究プログ
ラムは、日
本独自とも
言え、日本
でも過去に
は存在せ
ず、むしろ
推進するべ
きである。
仮に削減
が行われ
ると、この
プログラム
は道半ば
で終わり、
世界との競
争に負ける
可能性も高
くなる。 

に国民の健康を守るための技術開発のために必要
不可欠である。生命科学の新たな潮流を生み出す
ことができると考えられ。研究は年単位の綿密な計
画で行われており、1年を争う研究の世界で、遅れ
が生じることは、科学技術の進展を大きく妨げるも
のである。

3175

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

そ
の
他
0

このホーム
ページ

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

文部科学
省のパブリ
ックコメント
募集では
ワードに書
き込みメー
ルで送信と
いう時代遅
れの意見
募集形式
であった
が、web フ
ォーム形式
で多くの意
見を募集し
ようという
姿勢が感じ
られ、好印
象です。こ
の雛形を
是非文部
科学省に
提供してあ
げてくださ
い。 
この欄の指
示に「完
結」とあり

上の通りです。
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ますが、
「簡潔」の
誤りではな
いでしょう
か。完結す
るように書
くことも重
要かとは思
います。

3176

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24010
女性研究者
活動支援

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

女性の場
合，出産を
決意する場
合，ある一
定期間は
出産・育児
に専念しな
ければなり
ません。出
産適齢期
である
20~30代前
半は，研究
者として育
ち，一人前
に成長する
最も重要な
時期です。
したがっ
て，数ヶ月
の離脱でも
キャリアに
大きな影響
があり，支
援が必要
です。

豪州などでは，研究費やポスト応募の際，書類に，
「出産（育児）や介護期間による空白期間」を記入す
る頁があります。男女問わず，人間的に健全な生活
を送る権利を与えられていると感じます。本来，その
ような猶予があれば良いのですが，日本の慣習から
は一朝一夕にそのようなシステムは構築できそうに
ありません。従って，本事業のような支援が必要で
す。

3177

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

世界最先
端の陽子
加速器によ
ってのみ切
り開ける科
学的成果
を出せるよ
うさらに推
進すべきで
ある。

この陽子加速器は、世界でもダントツの性能を持
ち、これによって得られる科学的成果のみならず・加
速器技術の発展による波及効果は非常に大きいた
め。

大
学・
公
的
研
究
機
20
～
文
部 科学研究費

こ
の
ま
ま

自然科学
分野におい
て日本の
科学者が
世界を牽

科学研究費補助金によって、研究者の自由な発想
で基礎研究を行うことができるようになる。目先の利
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3178

関
（独
法・
公
設
試
等）

29
歳
科
学
省
24133

補助金 推
進
す
べ
き

引できるよ
うに、科学
研究費補
助金を充
実させるべ
きである。

益にとらわれず、生物学的に真に重要な課題に取り
組むことができる。

3179

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

グローバル
COEプログ
ラムは、日
本の既存
の大学組
織では困
難であった
新しい研究
分野の研
究体制を
構築し、そ
のための
人材育成
を行うこと
に成功して
きた。競争
的な資金
配分によ
り、大学運
営にも新し
い研究分
野でのグロ
ーバルなレ
ベルでの
研究競争
に取り組む
インセンテ
ィヴを生ん
だ。競争的
資金の獲
得が大学
にとって魅
力的なもの
にするため
には、間接
費を配分す
ることが必
要である。
間接費の
復活を含
め増額が
必要であ
る。

グローバルCOEは、日本の研究大学間の競争を高
め、各大学が得意分野を自覚し、資源を集中し効率
化していくための起爆剤として十分に機能した。新し
い分野の教育体制も整ってきたところで、縮小・中断
することは、拠点に結集した研究者の雇用を失わせ
るだけではなく、育ちつつある学生の活躍の場もなく
なることを意味する。

昨年の事
業仕分け
で縮減判
定を受けた
が今年度
分は縮減
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3180

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研究員
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

せずに概
算要求通り
の予算とな
った。研究
者側からの
大きな反発
が実った面
もあるが、
別の理由も
大きい。採
用者個々
人にとって
は2-3年の
継続事業
であるた
め、毎年度
予算の2/3
程度が昨
年度からの
継続者に
配分しなけ
ればならな
い点、新規
採択者に
予算減分
をしわ寄せ
をしように
も、仕分け
会議の数
週間前に
書類審査
結果に基
づいて一部
内々定者
がでている
点で大幅な
予算削減
は不可能
であった。
奨励金の
額の大幅カ
ット、内々
定を取消し
新規採用
者の停止
などが不可
能な時期
の裁定だっ
た点があ
げられるか
と思う、こ
の１１月に
も仕分けの
点検が行
われるが
新規採択

「人材育成」というキーワードで予算増を安直に申請
しているが、制度の点検が行われないままの予算
増でいいのか制度の見直しを行うなら、来年度の採
択者へ内定が出る前に即座に議論すべきである。
また、継続事業であるため、単年度で採択者を増や
した場合には再来年度の予算も更に増額しなけれ
ば同程度の新規採択者率をキープできない。バブ
ルを作ってしまう。ここ５年程前にDCに対して予算増
が行われたために採択率が大きく変動し、世代格差
という形でその影響が現れ現場での混乱も見られ
る。５年程前にPDの予算を大幅削減し、その分を
DCに回す事が行われたが現場の人々への周知徹
底が行われていなかった。また、その年はDCを大量
に採用してしまったために、翌年度以降は予算の調
整がつかず新規採用者数が大幅減するなど年度毎
の新規採用者数のいびつさがでているのも大きな
問題と捉えるべきである。かつて(2000年代初頭)の
特殊法人改革では、職員に対する研究予算を削る
と体裁が悪いために学振研究員の新規採用者数が
大幅に削減されるという大きな問題が森政権の下行
われた。特別研究員事業は若手のサポート事業と
いう名の下、行政の予算の弁となってしまっている
点は大きな問題である。事業をチェックされる方は
過去１０年のスパンで採用者数などの推移を調べ、
特別研究員制度がどうあるべきかという観点から根
本から見直し年度毎に大きな変動のでない制度改
革をすべきである。大学院生、PDにとっては大きな
キャリアパスの選択枝であり、５ー１０年スパンでの
事業のビジョンを積極的に公にすべきである。
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者に対し書
類審査結
果後になり
去年の繰り
返しとな
り、政府与
党のスケジ
ュールには
理解できな
い点が多
い。

3181

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

特にIPMU
は村山斉
拠点長のリ
ーダーシッ
プで、まっ
たく新しい
タイプの国
際的研究
拠点に成
長しつつあ
る。

WPIプログラムは科学研究とシステム改革の双方で
大きな成果をあげつつあるが、真に世界的な成果を
得るには長期的な展望に立った安定した資金供給
が必須である。

3182

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研究員
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

特別研究
員事業は、
少なくとも
現状を維
持し、今後
拡充するこ
とが望まし
いと思いま
す。現状だ
と、ポスドク
向けの資
金の方は
倍率があま
りにも高く、
「安定した
研究活動
を支える」
という役割
を果たして
いるとは言
えません。
生活の基
盤が安定し
ていなけれ
ば、研究に
集中するこ
となどでき
ず、科学技
術の研究
を志す若者
は減る一

世界における競争力を維持し、日本が豊かな国で
居続けるためには、科学技術によるイノベーション
が不可欠だと考えます。科学技術を志そうとする
人々が、専門技術を身につけ、職につくまでにはそ
れなりの時間を要するわけですが、特別研究員事
業は、そういった身分の不安定な人たちの生活をこ
れまで支えてきています。私自身、物理学の研究者
を目指している大学院生であり、ポストを得るまでの
生活のための資金には大いに不安を感じています。
競争的資金であったとしても、大学院生やポスドク
のための資金制度があることは、科学技術の研究
を志す人をこれ以上減らさないためには必要不可欠
だと思います。
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方だと思い
ます。現状
に加え、ポ
スドク向け
の資金を
拡充してい
くべきだと
考えます。

3183

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

このまま，
もっと増強
し，進める
べき．現状
では，女性
研究者は，
ポスドク時
代に出産
子育てに
差し掛かる
場合に，研
究継続が
困難とな
り，廃業が
相次いでい
る．これま
での政府
の行ってい
る女性研
究者研究
活動支援
事業は，パ
ーマネント
の女性研
究者が支
援対象で
あり，ポス
ドクと呼ば
れる非正
規雇用の
若手女性
研究員は，
ほとんどそ
の支援対
象となって
おらず，問
題がある．
女性研究
者を増やす
には，女性
ポスドクの
環境整備・
研究継続
をさせるこ
とが重要で
ある．よっ
て，パーマ
ネント女性

女性ポスドク研究員です．大学や研究機関では，女
性研究者の積極的雇用のキャンペーンを行ってい
ますが，実感としては，女性研究者支援のイメージ
づくり，雰囲気づくりだけは進みましたが，研究室の
現場レベルでの環境づくりや女性研究者支援は進
んでおりません．よって，本事業について，下記の改
善点はありますが，全体としてはこれまで以上に推
進していただきたく思います． 
私の考える，この事業の改善点を述べさせていただ
きます．女性研究者の数を増やすことを政府などは
提唱されていますが，現状では女性研究者は，ポス
ドク時代に出産子育てに差し掛かる場合に，研究継
続が困難となり，廃業が相次いでおり，結果としてパ
ーマネントの女性職員の数がなかなか増加していま
せん． 
よって，ポスドクという職であっても，育児や出産をし
ても，仕事復帰を保証するような制度を，女性研究
者研究活動支援事業でぜひお願いしたいです．
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職員の支
援よりも，
女性ポスド
ク時代の支
援を現在よ
り重点的に
行うべき．

3184

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

自然科学
の多くの分
野で放射
光の利用
は不可欠
であり、基
礎研究から
応用まで非
常に重要
な施設とな
っている。
予算の削
減により運
転時間が
減ると，我
が国の科
学技術の
進歩に重
大な影響を
与えること
が危惧され
るので、従
来通りの運
転時間の
確保は必
須である。

放射光は、ライフサイエンス、材料科学など幅広い
自然科学の分野で利用されており、基礎から応用ま
で、欠くことのできないツールとなっている。本施設
が従来通りの運転時間を確保できなければ、我が
国の科学技術にとって痛手となることは間違いない
と考える。

3185

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24154

研究者の養
成（海外特
別研究員、
若手研究者 
インターナシ
ョナル・トレ
ーニング・プ
ログラム）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の若
手研究者
育成のた
め、海外で
のトレーニ
ングをサポ
ートする制
度は必須
である。

日本の若手研究者が世界の一流研究室に留学す
ることで、世界レベルで活躍する研究者を育てること
が可能となる。このようにして成長した研究者が、将
来の日本の研究リーダーとなることで、日本の研究
レベルを大きく向上させることが期待される。

科学研究
費補助金
から，数ヶ
月分の自
身の給与
をカバー
し，代わり
に運営費
交付金でフ
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3186

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

ルタイム制
度から8～
10ヶ月分の
給与支給
に変更して
も良いので
はないかと
思います。
米国などは
殆どの大
学・研究所
がそのよう
な制度を取
っていま
す。 
 豪州の場
合，自身の
給与は大
学からフル
タイム支給
されます
が，ティー
チングアシ
スタントを
雇う給与を
競争的資
金から捻出
でき，その
授業時間
を研究に当
てることが
出来ます。
自身の研
究も進み，
また若手は
給与を得な
がら研究を
続けること
が出来るた
め，良い制
度だと思い
ます。

科研費補助金制度は，金国内の競争的研究資金制
度として最も整備された公平な事業だと思います。
出来れば，運営費交付金の研究費配分を削ってで
も科学研究費補助金を増額するくらい継続していた
だきたいと思います。

3187
そ
の
他

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
(WPI)

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

世界トップ
レベル研究
拠点プログ
ラムは、科
学立国が
日本の現
実的な将
来像である
という紛れ
もない事実
を鑑みる
と、非常に
重要な施
策です。そ

世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)は、国際
社会における日本の科学技術の優位性を発揮する
ために不可欠な施策であると思われるため。
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れ故、当施
策をこのま
ま推進す
べきです。

3188

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

女性研究
者の視点
を取り入れ
るのは科
学研究に
おいても重
要であり、
出産、育児
などの負担
の大きい女
性研究者
へのサポ
ートは必須
である。 
しかし、状
況を理解
せず端的
に数値目
標を挙げる
政策には
賛成できな
い。私は理
学の中でも
物理学の
専門である
が全国の
大学の学
部の物理
学科などで
女性学部
生（あるい
は院生）の
締める割
合はどの
程度か調
査されてい
るだろう
か。東京大
学理学部
物理学科
では女性
学生の割
合は５％弱
程度が過
去２０年続
いていると
のことであ
る。（須藤
著 人生一
般ニ相対
論 日本評
論社刊 

実際に周りには優秀な女性研究者がいます。その
ような方には大きなサポートをすべきだと考えます。
しかし、女性研究者が大きく差別的に扱われていた
時代に採用されていったほとんどが男性教員の世
代も含めて、女性研究者の締める率をあげようとす
る数値目標は、若手研究者のいびつな採用を推奨
している政策といえ、このような制度で登用された研
究者も含め新たな差別、不幸を生んでいる。女性研
究者の増員を期待するならばその母体となる学部
学生における女性の率を上げる事がまず行われな
ければならず、無理矢理女性研究者の割合を増や
すのであれば、各大学の「学部生の定員」に女性の
締める最低割合をもうける必要がある。大学入試で
男女を区別するのは個人的には賛成できないが、
女性研究者の目標割合達成に向けて誰もが理解で
きる最も重要な政策である。かつこの制度にはお金
がかからない。女性研究者の目標割合達成を是が
非でも国策として行うなら学部生、院生の割合をあ
げ、教員の割合があがるというように、政策を行う順
序が間違っていると思われる。女性限定の公募を行
い教員の枠を作る必要はないが、採用された女性
研究者に対しては研究機関内あるいは職場の近所
での保育所の整備や実験などでの補助作業員の雇
用などに対するサポートは重要である。この場合、
男女一緒の公募で定員枠の雇用となるため、女性
研究者本人の人件費サポートする必要はないので
予算の減額を行える。あるいは、PD、院生まで含め
た事業に拡張することが可能である。
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pp.54）であ
り、私の経
験からも他
の大学でも
同様だと思
われる。他
の研究分
野でも女性
研究者の
数値目標
よりも女性
学部生の
割合が低
い所は多
いのではな
いでしょう
か。このよ
うな統計資
料があるの
か不明で
すが、政策
立案者は
ご覧になっ
ているので
しょうか。

3189

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

スギ花粉
症の研究
を推進し、
効果的な
ワクチンを
早く開発し
てほしい

以前、薬局で薬剤師として働いていた時、初春の時
期から花粉症に苦しめられている患者さんを多く見
てきました。最近、理研のホームページでアレルギ
ーの研究が進められていることを知りました。このよ
うな研究をぜひ推進し、多くの患者さんの助けにな
ってほしいと感じた。

3190

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24107

独）理化学
研究所運営
費交付金
「環境・エネ
ルギー科学
研究事業
（内、バイオ
マスエンジニ
アリング研
究）」

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

理化学研
究所におい
て、バイオ
マスに関わ
る研究を実
施すること
は、非常に
重要かつ
有効と思わ
れるため、
是非、拡大
的に推進
すべきと考
えます。

地球大気環境を改善する目的において、植物バイ
オマスへの二酸化炭素の吸収は非常に有用である
と思われます。オールジャパン規模でのグリーンイノ
ベーションによって、植物を利用した低炭素社会の
実現は重要であるが、同時に、多彩な研究者が同じ
研究機関に混在している理化学研究所のような組
織において、同じ方向性の研究を試みることは、グ
ループ力を活かすという新しい付加価値があると思
います。

地球温暖
化について
は、毎日の
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3191

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ようにマス
コミ各社で
報道されて
いますが、
報道番組
を見るたび
に、この地
球環境を
守り、且つ
維持してい
くことが急
務と感じて
います。 
過去に例
のない今
夏の猛暑、
海水温の
上昇による
生態系の
変化、干ば
つによる被
害等々、こ
れらについ
ては地球
温暖化が
一因をなし
ていると一
目瞭然に
感じ取れま
す。 
これからの
子供達の
世代に地
球環境と調
和の取れ
た社会を維
持していく
事が私達
の世代に
投げられて
いる課題だ
と思いま
す。

地球温暖化抑制を図る為には、更なる技術革新が
必要であると共にあらゆる分野で省エネルギー化の
取り組みが必要です。 
公共並びに各企業での早期の取り組みはもちろん
ですが、地域コミュニティ単位での活動並びに国民
一人一人が自然な形で取り組んでいける為の次世
代照明の早期復旧を図る事は、照明機器の省エネ
ルギー化、ひいては地球温暖化の抑制につながる
と思います。

3192

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

基礎研究
を支える最
も重要な研
究費補助
金であり、
我が国が
技術立国と
して進んで
いくために
は、従来以
上の予算
確保が重
要である。

科学研究費補助金は、我が国の基礎研究を支える
最も重要な補助金である。他の競争的資金が短期
間の応用面での成果を求めるのに対して、科学研
究費補助金は、短期間では応用面での成果が期待
できない基礎研究をサポートし、その結果として我
が国の科学技術を推進してきた。今後も我が国が
技術立国として進んでいくためには、基礎研究を重
視することは重要であり、それを支える科学研究費
補助金はこれまで以上に推進すべきである。
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等）

3193

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

看護部門
の細目を、
それぞれ
分割し、現
在の４から
８に増や
し、主要な
専門領域
をカバーで
きるように
増やすとと
もに、審査
委員会の
委員に看
護職委員
を増員して
採択率を
上げてほし
い。

１．看護関係研究者の増加に応じて、研究採択率を
上げる必要がある。 
２．看護領域の専門性を表す判り易い細目とし、専
門性ある委員の審査を受け易くする必要がある。例
えば、細目の基礎看護は、看護技術関係と、看護管
理・教育関係。臨床看護学は、急性・救急・集中ケア
看護関係と、慢性・回復・緩和ケア看護関係。生涯
発達看護学は、小児看護関係と助産・母性看護関
係。地域・老年看護学は、地域看護関係と、老年看
護関係など。

3194

民
間
企
業

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24126
ゲノム医科
学研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

医療の分
野で非常
に有用な
知見が得ら
れている施
策であり，
消化器領
域ではテー
ラーメード
医療，副作
用対策など
にすでに応
用されてい
る．このま
ま推進す
べきと考え
る．

C型肝炎領域ではIL-28B領域のSNPにより抗ウイル
ス療法の治療効果に有意な差が出ることがわかっ
てきており，効果の乏しいことが予想される患者に
対して副作用の多いインターフェロンは行わず，別
な治療を選択するひとつの指標となり得る．テーラ
ーメード治療に非常に有用である．

3195

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

花粉症のメ
カニズムを
解明し、是
非効果的
な治療法を
見出してほ
しい。

毎年、春先になると、花粉症に悩まされる。予防効
果のある治療法が見つかれば仕事や日常生活も快
適になるので是非研究を推し進めて欲しい。

タンパク質
研究を、今
のペースよ
りもさらに
加速して支
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3196

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的タン
パク質・細胞
解析研究イ
ニシアティブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

援する。支
援の内容
は、大型機
器の設置
よりも、本
邦発の有
力なタンパ
ク質の構
造・機能連
関研究の
支援とす
る。これを
通して、創
薬や機能
性食品開
発の最先
端を切り開
き、本邦の
先端産業
基盤の形
成に繋げ
る。我が国
は、本分野
ではアジア
諸国を大き
く引き離し
ており、さら
なる研究の
優位性の
確立は重
要課題で
ある。

我が国はゲノム研究で出遅れたが、タンパク質研究
はそれを挽回する重要な研究フロンティアであり、こ
こにこそ注力するべきである。実際に、米国もPSIと
いう同様の計画を始めている。タンパク質研究を強
化することは、科学立国の重要な基盤形成となるも
のと信じる。

3197

大
学・
公
的
研
究
機
関

30
～
39

文
部
科
学

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上

女性研究
者の研究
環境を整
備し総数を
増やすに
は、出産・
育児に関
する支援も
必要だが、
配偶者の
転勤に関
する支援が
重要だと思
います。配
偶者と共に
移動せざる
を得ない場
合は、配偶
者の移動
先の近くの
研究機関
で研究が
続けられる
環境（常勤

配偶者が研究者の場合でも一般企業や公務員の場
合でも、配偶者の異動や転勤に伴って女性研究者
が職を辞す、研究を断念する、ケースが多く見られ
ます。育児休暇が充実してきた現在、出産で辞める
ケースより多いかもしれません。研究を中断すると
復帰することは難しく、少額の給料と研究費であって
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（独
法・
公
設
試
等）

歳省 で
推
進
す
べ
き

が理想だ
が、3～5年
間の特別
研究員な
ど）が必要
です。コー
ディネータ
ーや実験
補助者の
配置より
も、本人の
継続した雇
用が研究
の継続に
おいて最も
重要だと思
います。こ
の制度は
年齢・性別
は問わな
い必要が
あります。

も研究を継続できる環境が必要です。雑誌Natureの
アンケート結果(2010年6月)でも研究者夫婦におい
て、新しい職場を決める際の配偶者の雇用確保が
問題になっていました。

3198

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学の基
礎研究を
支える科学
研究費補
助金をもっ
と充実すべ
きである。
「科学技
術」は「科
学」と「技
術」が両輪
であるべき
であり、近
年の科学
技術に関
する予算は
「技術」に
偏り過ぎて
いるのでは
ないか。

10年、20年先の日本を支える技術を産み育てるた
めには、現在注目されている特定の分野だけに予
算を配分するのではなく、基礎研究をしっかりサポ
ートしていくことが重要である。そのような地道な研
究によってのみ、ノーベル賞につながる様な画期的
な(将来の日本を支えるような)研究は生まれると考
えている。

3199

民
間
企
業

30
～
39
歳

総
務
省
20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築
に向けた研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

外国の追
撃をかわ
し、研究成
果を実用
化につなげ
ることが出
来る民間
企業への
加速的な
サポートが
必要ではな
いか。 

ICT機器の省エネ化には、米国でも2009年に5000万
ドルが投資され、大半は民間企業での実用化、市場
と雇用の拡大が焦点となっている。 
 ご参考） 
http://www.energy.gov/media/ITP_Data_Centers.pdf

大
学・
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3200

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24133
科学研究費
補助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究
費はわが
国において
唯一幅広く
基礎的な
研究を推
進する研究
費である。

近年、科学技術の推進が積極的に図られている
が、技術面を重視した短期的な視点の予算が多い。
技術の基礎となる科学研究は短期間に行えるもの
は限られており、独創的な研究は研究の試行錯誤
からうまれるものがほとんどと考えられる。種々の失
敗から得られる教訓を利用して独創的な研究が生
まれるものであり、幅広く研究者に機会が与えれる
科学研究費補助金は非常に重要である。
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